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第２次新潟市障がい者計画 達成状況 

１ 地域生活の支援

（１）相談支援体制の充実

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がい者が身近なところで、いつでも相談

や情報提供が受けられる体制の整備を進め、

必要な情報が必要な人に届くようにします。

今後は、困難事例や広域的な調整等に対応

できる基幹相談支援センター機能を構築しま

す。 

また、各区役所や関連部署との連携を深め、

職員や相談員の能力向上に努めていきます。

併せて、サービス等利用計画作成の対象者の

拡大に対応していきます。 

その中で、家族の状況など障がい者をとり

まく環境の変化にともなう不安を解消し、障

がい者が地域で安心して自立した生活ができ

るよう、在宅サービスや経済的支援、権利擁

護の相談などの必要な情報や支援を受けられ

るようにします。 

障がい者相談支援事業を実施し、専門的な

相談員やピアカウンセラーの配置を進め、障

がい種別にかかわらず、相談する人の立場に

立った相談や情報の提供を総合的に行う拠点

を行政区ごとに整備するとともに、地域では

保健師などが専門機関との連携を図り、相談

支援体制を推進します。 

各区に設置している委託相談支援事業所や

各地域の相談員等を通じて、障がい者やその

家族に各種情報の提供および適切な支援等を

行いました。なお、主な相談機関の相談実績

は、下記のとおりです。 

・障がい者相談支援事業（相談件数 24,120

件） 

・障がい児(者)地域療育等支援事業（相談

件数 1,911 件） 

・児童相談所（相談件数 2,630 件） 

・身体障がい者更生相談所（相談件数 6,924

件） 

・知的障がい者更生相談所（相談件数 620

件） 

・精神保健福祉相談事業（相談件数 3,571

件） 

また、委託相談支援事業所のうち、4つの区

に障がい児支援コーディネーターを配置し、

障がい児に関する専門的相談体制の充実を図

りました。なお、障がい児支援コーディネー

ターのスキル向上のため、統括コーディネー

ター（地域療育支援員）からの指導を行うと

ともに、各コーディネーターの情報共有を図

各区に設置している委託相談支援事業所や

各地域の相談員等を通じて、障がい者やその

家族に各種情報の提供及び適切な支援等を行

いました。なお、主な相談機関の相談実績は、

下記のとおりです。 

・障がい者相談支援事業（相談件数 32,019

件） 

・障がい児(者)地域療育等支援事業（相談

件数 1,976 件） 

・児童相談所（相談件数 2,454 件） 

・身体障がい者更生相談所（相談件数 7,031

件） 

・知的障がい者更生相談所（相談件数 377

件） 

・精神保健福祉相談事業（相談件数 4,955

件） 

また、委託相談支援事業所のうち、4つの区

に障がい児支援コーディネーターを配置し、

障がい児に関する専門的相談体制の充実を図

りました。なお、障がい児支援コーディネー

ターのスキル向上のため、統括コーディネー

ター（地域療育支援員）による指導を行うと

ともに、各コーディネーターの情報共有を図

各区に設置している委託相談支援事業所や

各地域の相談員等を通じて、障がい者やその

家族に各種情報の提供及び適切な支援等を行

いました。なお、主な相談機関の相談実績は、

下記のとおりです。 

・障がい者相談支援事業（相談件数 28,928

件） 

・障がい児(者)地域療育等支援事業（相談

件数 1,179 件） 

・児童相談所（相談件数 2,760 件） 

・身体障がい者更生相談所（相談件数 4,381

件） 

・知的障がい者更生相談所（相談件数 301

件） 

・精神保健福祉相談事業（相談件数 5,081

件） 

また、委託相談支援事業所のうち、4つの区

に障がい児支援コーディネーターを配置し、

障がい児に関する専門的相談体制の充実を図

りました。なお、障がい児支援コーディネー

ターのスキル向上のため、統括コーディネー

ター（地域療育支援員）による指導を行うと

ともに、各コーディネーターの情報共有を図
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ることを目的とした支援会議（毎月実施）を

行いました。 

相談支援体制については、効果的な支援体

制構築に向けて、その実態を検証するととも

に、地域自立支援協議会運営事務局会議で体

制の在り方と見直しを含めた検討を開始しま

した。 

サービス等利用計画の対象者の拡大につい

ては、福祉事業所へ相談員の増員を促すなど

拡大に努めました。（サービス等利用計画作

成者 198 人/月） 

ることを目的とした支援会議（毎月実施）を

開催しました。 

相談支援体制については、効果的な支援体

制構築に向けて、その実態を検証するととも

に、地域自立支援協議会運営事務局会議で基

幹相談支援センター設置に向けた検討を行い

ました。 

サービス等利用計画の対象者の拡大につい

ては、福祉事業所へ相談員の増員を促すなど

拡大に努めました。（サービス等利用計画作

成者 492 人/月） 

ることを目的とした支援会議（毎月実施）を

開催しました。 

また、効果的な支援体制構築に向けて、10

月より基幹型相談支援センターを市内に 4 か

所設置しました。 

サービス等利用計画の対象者の拡大につい

ては、福祉事業所へ相談員の増員を促すなど

拡大に努めました。（サービス等利用計画作

成者 611 人/月） 

② さらに、障がいの特性に起因して生じた緊

急事態等の相談に対応できるよう、夜間を含

めた常時の連絡体制の確保に努めます。 

H24 年度より「地域で暮らす障がい者をささ

える体制づくり事業」として、北区・東区・

中央区・江南区の 4区を対象とした 24 時間の

連絡体制を開始しました。(対応件数 279 件)

H25 年度は継続して「地域で暮らす障がい者

をささえる体制づくり事業」として、北区・

東区・中央区・江南区の 4 区を対象とした 24

時間事業を実施しました。(対応件数 58件) 

H26 年度は「地域で暮らす障がい者をささえ

る体制づくり事業」を全区に拡充し、24 時間

事業を実施しました。(対応件数 308 件) 

コミュニケーション支援事業において、休

日や夜間において病気や事故などの緊急時に

手話・要約筆記奉仕員を派遣できる体制を整

備しました。 

③ 発達障がい、難病、高次脳機能障がいなど

への対応については、それぞれの障がいに関

する専門医療機関との連携および支援体制の

充実に努めます。 

新潟市発達障がい支援センターの相談業務

において、専門医療機関から嘱託医を手配し、

専門医による相談（相談件数 65件）を実施し

ました。 

難病への対応については、在宅難病患者と

その家族に対し、訪問指導（訪問回数 814 件）

を実施するとともに、新潟市難病対策連絡会

議（H24.8.22）を開催しました。 

高次脳機能障がいについては、新潟圏域高

新潟市発達障がい支援センターの相談業務

において、専門医療機関から嘱託医を手配し、

専門医による相談（相談件数 52件）を実施し

ました。 

難病への対応については、在宅難病患者と

その家族に対し、訪問指導（訪問回数 708 件）

を実施するとともに、新潟市難病対策連絡会

議（H25.8.7）を開催しました。 

高次脳機能障がいについては、新潟圏域高

新潟市発達障がい支援センターの相談業務

において、専門医療機関から嘱託医を手配し、

専門医による相談（相談件数 27件）を実施し

ました。 

難病への対応については、在宅難病患者と

その家族に対し、訪問指導（訪問回数 757 件）

を実施するとともに、新潟市難病対策連絡会

議（H26.7.29）を開催しました。 

高次脳機能障がいについては、新潟圏域高
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次脳機能障害支援従事者研修会（H24.12.1・

参加者数74人、新潟県新潟地域振興局と共催）

を開催するとともに、新潟県高次脳機能障害

相談支援センターや関係機関と連携し、取り

組みを検討しました。 

次脳機能障害支援従事者研修会（H25.11.18・

参加者数81人、新潟県新潟地域振興局と共催）

を開催するとともに、新潟県高次脳機能障害

相談支援センターや関係機関と連携し、取り

組みを検討しました。 

次脳機能障害支援従事者研修会（H26.11.17・

参加者数42人、新潟県新潟地域振興局と共催）

を開催するとともに、新潟県高次脳機能障害

相談支援センターや関係機関と連携し、取り

組みを検討しました。 

④ 発達障がいへの支援については、乳幼児期

から学校、卒業後の就労へと途切れのない支

援を行うためには、保健・医療・福祉・教育・

雇用等各分野が相互に連携し、一人ひとりの

障がい種別に応じた早期からの支援体制が重

要となることから、関係機関との連携を図る

とともに、発達障がい支援センターにおいて、

発達障がい者やその家族に対する相談支援体

制の強化を図ります。 

新潟市発達障がい支援センターについて

は、H24 年から相談支援員を 1名増員し、体制

の強化を図りました。（相談件数 5,156 件）

また、本市の療育支援体制を充実させるた

め、課題テーマごとに４つのワーキングチー

ムとそのとりまとめ会議を立ち上げて検討を

行い、次年度以降の取組みについて報告書を

まとめました。 

新潟市発達障がい支援センターについて

は、引き続き相談支援等を行いました。（相

談件数 5,092 件） 

また、療育支援体制強化の取り組みの一つ

として各保育園・幼稚園の主任保育士等を対

象とした発達支援コーディネーター養成研修

を開催し、74 名の発達支援コーディネーター

を養成しました。 

市内 6 区で実施していた療育教室をＨ25 年

度から全区で実施し、言葉や社会性等の発達

の遅れがみられる乳幼児への支援や、その保

護者への助言等を行いました。 

新潟市発達障がい支援センターについて

は、H26年度に相談支援員を1名増員し、体制

の強化を図りました。（相談件数5,354件） 

また、療育支援体制強化の取り組みの一つ

として各保育園・幼稚園の主任保育士等を対

象とした発達支援コーディネーター養成研修

を開催し、77名の発達支援コーディネーター

を養成したほか、前年度の養成研修修了者を

対象としたフォローアップ研修を実施し、技

能の向上を図りました。 

H25 年度から全区で実施している療育教室

については、Ｈ26 年度に 2 会場増やして実施

し、言葉や社会性等の発達の遅れがみられる

乳幼児への支援や、その保護者への助言等を

行う体制を強化しました。 

⑤ また、自宅でのひきこもりに対する支援に

ついては、ひきこもり相談支援センターが関

係機関と連携しながら、ひきこもりで悩むご

本人や家族支援も含めた訪問支援活動も実施

します。 

長期間自宅にひきこもっている方の回復と

社会参加を目指して、新潟市ひきこもり相談

支援センターを拠点として支援を実施しまし

た。（相談件数・1,080 件、訪問件数・227 件、

居場所の開催 57 回・495 人参加、保護者会の

開催 2回・延 33人参加、ひきこもり支援連絡

会の開催 1回） 

長期間自宅にひきこもっている方の回復と

社会参加を目指して、新潟市ひきこもり相談

支援センターを拠点として支援を実施しまし

た。（相談件数・延 1,377 件、訪問件・延 302

件、居場所の開催 62 回・延 634 人参加、保護

者会の開催 2回・延 65人参加、ひきこもり支

援連絡会の開催 1回） 

長期間自宅にひきこもっている方の回復と

社会参加を目指して、新潟市ひきこもり相談

支援センターを拠点として支援を実施しまし

た。（相談件数・延 1,186 件、訪問件・延 320

件、居場所の開催 51 回・延 269 人参加、保護

者会の開催 2回・延 44人参加、ひきこもり支

援連絡会の開催 1回） 
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⑥ これらの相談支援体制を効果的に実施す

るため、地域自立支援協議会等で当事者から

の意見を反映させながら、困難事例への対応

等について定期的な協議を行います。 

新潟市障がい者地域自立支援協議会につい

ては、下記のとおり開催するとともに、市と

しての課題から施策等につなげていきます。

①自立支援協議会全体会（検討課題：夜間

緊急時、特別支援学校卒後進路、相談体

制検証等）（第 1回：H24.10.18、第 2回：

H25.3.27） 

②運営事務局会議（検討課題：課題解決の

方向性づくり）（第 1回：H24.4.19、第 2

回：H24.6.21、第 3 回：H24.7.19、第 4

回：H24.8.16、第 5 回：H24.9.18、第 6

回：H24.11.30、第 7回：H24.12.27、第 8

回：H25.1.25、第 9 回：H25.2.26、第 10

回：H25.3.21） 

③区自立支援協議会報告会（第 1 回：

H24.6.12、第 2 回：H24.9.11、第 3 回：

H24.12.11、第 4回：H25.3.12） 

④区自立支援協議会（各区 4回ずつ開催）

⑤特別支援学校進路検討部会（第 1 回：

H24.7.18、第 2回：H24.12.27、第 3回：

H25.3.6） 

新潟市障がい者地域自立支援協議会につい

ては、下記のとおり開催するとともに、市と

しての課題から施策等につなげました。 

①自立支援協議会全体会（検討課題：通所

施設夜間支援モデル事業、特別支援学校

卒業後進路、相談体制検証等）（第 1 回：

H25.10.22、第 2回：H26.3.25） 

②運営事務局会議（検討課題：課題解決の

方向性づくり）（第 1 回：H25.6.6、第 2

回：H25.7.4、第 3回：H25.8.1、第 4 回：

H25.8.30、第 5 回：H25.10.1、第 6 回：

H26.1.17、第 7回：H26.3.13） 

③区自立支援協議会報告会（第 1 回：

H25.6.11、第 2 回：H25.9.18、第 3 回：

H25.12.17、第 4回：H26.3.11） 

④区自立支援協議会（各区 4回ずつ開催）

⑤特別支援学校進路検討部会（第 1 回：

H25.7.12、第 2回：H26.2.12） 

新潟市障がい者地域自立支援協議会につい

ては、下記のとおり開催するとともに、市と

しての課題から施策等につなげました。 

①自立支援協議会全体会（検討課題：新潟

市障がい者基幹相談支援センター、特別支

援学校卒業後進路、条例検討等）（第 1 回：

H26.10.9、第 2回：H27.3.30） 

②運営事務局会議（検討課題：課題解決の

方向性づくり）（第 1回：H26.6.24、第 2

回：H26.7.31、第 3 回：H26.8.28、第 4

回：H26.9.24、第 5 回：H26.12.16、第 6

回：H27.3.16） 

③区自立支援協議会報告会（第 1 回：

H26.6.10、第 2 回：H26.9.9、第 3 回：

H26.12.9、第 4回：H27.3.10） 

④区自立支援協議会（各区 4回ずつ開催）

⑤特別支援学校進路検討部会（第 1 回：

H26.8.28） 

（２）在宅サービスの充実 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 必要な人が必要なサービスを受けられる

よう、適切なサービスの供給を確保していく

とともに、サービスの質の向上に努めます。

居宅介護を始めとする各種サービスの適切

な供給と質の向上に努めていますが、利用状

況は毎年右肩上がりとなっており、限られる

居宅介護を始めとする各種サービスの適切

な供給と質の向上に努めましたが、利用状況

は毎年右肩上がりとなっており、限られる財

居宅介護を始めとする各種サービスについ

て、訪問入浴サービスは夏季期間は通常週 2

回を 3 回に増やして提供するなど、適切な供
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財源の有効活用が必要となっています。なお、

各種サービスの供給実績は、以下のとおりで

す。 

・居宅介護（3 月分：実利用人数 818 人、

利用時間 25,525 時間） 

・行動援護（3 月分：実利用人数 68 人、利

用時間 1,176 時間） 

・同行援護（3月分：実利用人数 160 人、利

用時間 3,096 時間） 

・重度訪問介護（3月分：実利用人数 23 人、

利用時間 8,149 時間） 

・重度障害者等包括支援（3 月分：実利用

人数 0人、利用時間 0時間） 

・短期入所事業（3 月分：実利用人数 208

人、利用日数 1,375 日） 

・生活介護事業（3月分：実利用人数 1,149

人、利用日数 25,278 日) 

・就労移行支援（3 月分：実利用人数 134

人、利用日数 2,948 日) 

・就労継続支援(Ａ型)事業（3 月分：実利

用人数 64 人、利用日数 1,408 日) 

・就労継続支援(Ｂ型)事業（3 月分：実利

用人数 1,058 人、利用日数 23,276 日) 

・自立訓練(機能訓練)事業（3 月分：実利

用人数 22 人、利用日数 484 日) 

源の有効活用が必要となっています。なお、

各種サービスの供給実績は、以下のとおりで

す。 

・居宅介護（3 月分：実利用人数 916 人、

利用時間 27,172 時間） 

・行動援護（3 月分：実利用人数 63 人、利

用時間 1,189 時間） 

・同行援護（3月分：実利用人数 173 人、利

用時間 3,495 時間） 

・重度訪問介護（3月分：実利用人数 27 人、

利用時間 9,490 時間） 

・重度障がい者等包括支援（3 月分：実利

用人数 0人、利用時間 0時間） 

・短期入所事業（3 月分：実利用人数 237

人、利用日数 1,468 日） 

・生活介護事業（3月分：実利用人数 1,227

人、利用日数 26,994 日) 

・就労移行支援（3 月分：実利用人数 164

人、利用日数 3,608 日) 

・就労継続支援(Ａ型)事業（3 月分：実利

用人数 90 人、利用日数 1,980 日) 

・就労継続支援(Ｂ型)事業（3 月分：実利

用人数 1,093 人、利用日数 24,046 日) 

・自立訓練(機能訓練)事業（3 月分：実利

用人数 19 人、利用日数 418 日) 

給と質の向上に努めましたが、利用状況はサ

ービスによっては毎年右肩上がりとなってお

り、限られる財源の有効活用が必要となって

います。なお、各種サービスの供給実績は、

以下のとおりです。 

・居宅介護（3 月分：実利用人数 942 人、

利用時間 26,593 時間） 

・行動援護（3 月分：実利用人数 68 人、利

用時間 935 時間） 

・同行援護（3月分：実利用人数 182 人、利

用時間 3,401 時間） 

・重度訪問介護（3月分：実利用人数 29 人、

利用時間 10,118 時間） 

・重度障がい者等包括支援（3 月分：実利

用人数 0人、利用時間 0時間） 

・短期入所事業（3 月分：実利用人数 303

人、利用日数 1,663 日） 

・生活介護事業（3月分：実利用人数 1,261

人、利用日数 27,742 日) 

・就労移行支援（3 月分：実利用人数 191

人、利用日数 4,202 日) 

・就労継続支援(Ａ型)事業（3 月分：実利

用人数 136 人、利用日数 2,992 日) 

・就労継続支援(Ｂ型)事業（3 月分：実利

用人数 1,292 人、利用日数 28,424 日) 

・自立訓練(機能訓練)事業（3 月分：実利

用人数 23 人、利用日数 506 日) 
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・自立訓練(生活訓練)事業（3 月分：実利

用人数 71 人、利用日数 1,562 日) 

・共同生活介護（3 月分：実利用人数 160

人） 

・共同生活援助（3 月分：実利用人数 123

人） 

・移動支援事業（利用人数 1,020 人、利用

時間 102,917 時間） 

・日中一時支援事業（利用日数 15,218 日）

・生活サポート事業（利用時間 435 時間）

・訪問入浴サービス事業（利用人数 59人）

・補装具費支給事業（支給件数 2,195 件、支

給額 211,065 千円） 

・日常生活用具給付事業（支給件数 13,031

件） 

・障がい者紙おむつ支給事業（支給件数 560

件） 

・あんしん連絡システム（設置件数 78件）

・福祉電話設置（設置件数 61 件） 

・在宅難病患者紙おむつ支給事業(支給件数

140 人) 

・難病患者等居宅生活支援事業（短期入所

3 人・18 日）（日常生活用具 8 人・8 品

目） 

・難病患者等夜間看護サービス事業（1人・

4回） 

・障がい者要介護者等歯科保健事業（訪問

・自立訓練(生活訓練)事業（3 月分：実利

用人数 58 人、利用日数 1,276 日) 

・共同生活介護（3 月分：実利用人数 179

人） 

・共同生活援助（3 月分：実利用人数 123

人） 

・移動支援事業（利用人数 1,081 人、利用

時間 102,941 時間） 

・日中一時支援事業（利用日数 14,014 日）

・生活サポート事業（利用時間 440 時間）

・訪問入浴サービス事業（利用人数 62 人）

・補装具費支給事業（支給件数 2,238 件、

支給額 223,610 千円） 

・日常生活用具給付事業（支給件数 12,577

件） 

・障がい者紙おむつ支給事業（支給件数 595

件） 

・あんしん連絡システム（設置件数 86 件）

・福祉電話設置（設置件数 64 件） 

・在宅難病患者紙おむつ支給事業(支給件数

113 人) 

・難病患者等居宅生活支援事業（短期入所

0人）（日常生活用具 0人）  

・難病患者等夜間看護サービス事業（2人・

14回） 

・障がい者要介護者等歯科保健事業（訪問

歯科健診実施件数 111 件） 

・自立訓練(生活訓練)事業（3 月分：実利

用人数 55 人、利用日数 1,210 日) 

※共同生活介護は、Ｈ26年度より共同生活

援助に統合 

・共同生活援助（3 月分：実利用人数 344

人） 

・移動支援事業（利用人数 1,139 人、利用

時間 108,610 時間） 

・日中一時支援事業（利用日数 14,523 日）

・生活サポート事業（利用時間 264 時間）

・訪問入浴サービス事業（利用人数 59人）

・補装具費支給事業（支給件数 2,168 件、

支給額 207,568 千円） 

・日常生活用具給付事業（支給件数 13,249

件） 

・障がい者紙おむつ支給事業（支給件数 570

件） 

・あんしん連絡システム（設置件数 64件）

・福祉電話設置（設置件数 56 件） 

・在宅難病患者紙おむつ支給事業(支給件数

110 人) 

・難病患者等居宅生活支援事業（短期入所

0人）（日常生活用具 1人・1品目）  

・難病患者等夜間看護サービス事業（3人・

24回） 

・障がい者要介護者等歯科保健事業（訪問

歯科健診実施件数 115 件） 
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歯科健診実施件数 173 件） 

② 利用者にとって、より質の高いサービスを

安定的、継続的に提供するためには、多くの

事業者の参入が不可欠でありますので、今後

もサービスの利用状況を踏まえながら、サー

ビス供給基盤の整備・充実・質の向上に引き

続き取り組んでいきます。 

サービス供給基盤の充実を図るため、下記

のとおり3施設の整備を行いました。 

○国の交付決定を受け、竣工した施設 

≪創設≫ 

①ケアホーム（定員6人） 

②ケアホーム（定員4人） 

③多機能型（生活介護（定員30人）・就労

継続Ｂ型（定員10人）） 

サービス供給基盤の充実を図るため、下記

のとおり12施設の整備を行いました。 

○国の交付決定を受け、竣工した施設 

≪創設≫ 

①ケアホーム（定員5人） 

②生活介護（定員30人） 

③多機能型（生活介護（定員12人）・就労

継続Ｂ型（定員18人）・就労移行（定員6

人） 

≪改修整備≫ 

①グループホーム・ケアホーム（定員6人）

②グループホーム（定員5人） 

③多機能型（生活介護（定員19人→24人）・

就労継続Ｂ型（定員36人→増なし）） 

④生活介護（定員53人→59人） 

≪スプリンクラー整備≫5施設 

サービス基盤の充実を図るため、下記のと

おり10施設の基盤整備を行いました。 

○国の交付決定を受け、竣工した施設 

≪創設≫ 

①グループホーム（定員4人） 

②グループホーム（定員7人） 

③グループホーム（定員7人） 

④児童発達支援（定員10人） 

⑤生活介護（定員9人） 

≪改修整備≫ 

①グループホーム（定員7人） 

≪スプリンクラー整備≫4施設 

③ 利用者がサービスを選択し、安心して利用

していくために、事業者による自己評価、利

用者による評価、第三者機関による外部評価

など、様々な手法について検討していきます。

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

利用者が障がい福祉サービスを安心して利

用できるよう、事業者の資質向上に関する通

知を送付し周知を図りました。 

（３）経済的な支援 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がい者の生活基盤の安定を図るため、各

種手当の制度周知に努め、手当の適切な支給

を行います。 

引続き各種手当の制度周知に努め、適切な

支給を行いました。なお、各種手当の支給実

績については、以下のとおりです。 

引続き各種手当の制度周知に努め、適切な

支給を行いました。なお、各種手当の支給実

績については、以下のとおりです。 

引続き各種手当の制度周知に努め、適切な

支給を行いました。なお、各種手当の支給実

績については、以下のとおりです。 
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・特別障害者手当（受給者数 1,450 人、支

給額 月額 26,260 円） 

・障害児福祉手当（受給者数 445 人、支給

額 月額 14,280 円） 

・重度心身障害者福祉手当（受給者数 530

人、支給額 月額 2,000 円） 

・在宅難病患者看護手当支給事業(支給件数

485 人、支給額 月額 5,000 円) 

・自立支援医療（育成医療）の給付（助成

件数 1,544 件数、助成額 40,245 千円）

・特別障がい者手当（受給者数 1,414 人、

支給額 月額 26,080 円） 

・障がい児福祉手当（受給者数 433 人、支

給額 月額 14,180 円） 

・重度心身障がい者福祉手当（受給者数 564

人、支給額 月額 2,000 円） 

・在宅難病患者看護手当支給事業(支給件数

448 人、支給額 月額 5,000 円) 

・自立支援医療（育成医療）の給付（助成

件数 1,625 件、助成額 39,798 千円） 

･特別障がい者手当（受給者数 1,328 人、支

給額 月額 26,000 円） 

・障がい児福祉手当（受給者数 431 人、支

給額 月額 14,140 円） 

・重度心身障がい者福祉手当（受給者数 549

人、支給額 月額 2,000 円） 

・在宅難病患者看護手当支給事業(支給件数

461 人、支給額 月額 5,000 円) 

・自立支援医療（育成医療）の給付（助成

件数 1,425 件、助成額 33,696 千円） 

② 移動が困難な重度障がい者の外出を支援

する、各種助成制度の周知を徹底するととも

に、制度の利便性向上に努めます。 

引続き各種手当の制度周知に努めるととも

に、適切な支給を行いました。なお、各種助

成制度の支給実績については、以下のとおり

です。 

・福祉タクシー利用助成事業（交付件数

7,085件、助成額117,183千円） 

・自動車燃料費助成事業（助成件数9,224件、

助成額228,672千円） 

・人工透析患者通院費助成事業（助成件数

1,513件、助成額：18,286千円） 

・障がい者等施設通所費助成事業（助成件

数2,775件、助成額18,722千円） 

・精神障がい者通所作業訓練所交通費助成

事業（助成件数2,955件、助成額6,371千

円） 

・自動車改造費助成（助成件数53件、助成

額9,658千円） 

引続き各種手当の制度周知に努めるととも

に、適切な支給を行いました。なお、各種助

成制度の支給実績については、以下のとおり

です。 

・福祉タクシー利用助成事業（交付件数

6,420件、助成額 115,274千円） 

・自動車燃料費助成事業（助成件数9,371件、

助成額233,534千円） 

・人工透析患者通院費助成事業（助成件数

1,453件、助成額 18,072千円） 

・障がい者等施設通所費助成事業（助成件

数2,983件、助成額20,395千円） 

・精神障がい者通所作業訓練所交通費助成

事業（助成件数3,358件、助成額7,415千

円） 

・自動車改造費助成（助成件数54件、助成

額8,999千円） 

引続き各種手当の制度周知に努めるととも

に、適切な支給を行いました。なお、各種助

成制度の支給実績については、以下のとおり

です。 

・福祉タクシー利用助成事業（交付件数

6,734件、助成額111,896千円） 

・自動車燃料費助成事業（助成件数9,522件、

助成額237,547   千円） 

・人工透析患者通院費助成事業（助成件数

1,500件、助成額17,993千円）

・障がい者等施設通所費助成事業（助成件

数2,346件、助成額22,238千円） 

・精神障がい者通所作業訓練所交通費助成

事業（助成件数3,735件、助成額9,172千

円） 

・自動車改造費助成（助成件数44件、助成

額5,973千円） 
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・自動車運転免許取得費助成（助成件数12

件、助成額1,167千円） 

・自動車運転免許取得費助成（助成件数6件、

助成額600千円） 

・自動車運転免許取得費助成（助成件数9件、

助成額900千円） 

③ また、障がい福祉サービスの利用者負担に

ついては、市独自の負担軽減策を実施し、障

がい者の経済的な負担の軽減を図ります。 

H24 年度についても、引き続き市民税非課税

世帯の自己負担を 2 割軽減しました。（対象

者 434 名、軽減額 4,197 千円） 

H25 年度についても、引き続き市民税非課税

世帯の自己負担を 2 割軽減しました。（対象

者 416 名、軽減額 4,515 千円） 

H26 年度についても、引き続き市民税課税世

帯の自己負担を 2 割軽減しました。（対象者

414 名、軽減額 4,703 千円） 

（４）サービス基盤の充実 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① グループホームなどの住まいの場と、ホー

ムヘルプなどの訪問サービスについても充実

を図ります。 

障がい者が地域で自立して生活していくた

め、サービス基盤の整備・充実・質の向上に

努め、地域生活への移行を促進します。この

ため、グループホーム、ケアホームの一層の

整備に努めるとともに、施設入所待機者の解

消に向けた施設整備など継続的に推進してい

くための検討を行います。 

増加する特別支援学校卒業生に対応できる

よう、生活介護事業所などの施設の充実に努

めます。 

サービス供給基盤の充実を図るため、下記

のとおり3施設の整備を行いました。 

○国の交付決定を受け、竣工した施設 

≪創設≫ 

①ケアホーム（定員6人） 

②ケアホーム（定員4人） 

③多機能型（生活介護（定員30人）・就労

継続Ｂ型（定員10人）） 

障がい者が地域で自立した生活を送るため

の支援として、共同生活の場となるグループ

ホーム等の運営費の一部を補助しました。 

サービス供給基盤の充実を図るため、下記

のとおり12施設の整備を行いました。 

○国の交付決定を受け、竣工した施設 

≪創設≫ 

①ケアホーム（定員5人） 

②生活介護（定員30人） 

③多機能型（生活介護（定員12人）・就労

継続Ｂ型（定員18人）・就労移行（定員6

人） 

≪改修整備≫ 

①グループホーム・ケアホーム（定員6人）

②グループホーム（定員5人） 

③多機能型（生活介護（定員19人→24人）・

就労継続Ｂ型（定員36人→増なし）） 

④生活介護（定員53人→59人） 

≪スプリンクラー整備≫5施設

障がい者が地域で自立した生活を送るため

の支援として、共同生活の場となるグループ

ホーム等の運営費の一部を補助しました。 

サービス基盤の充実を図るため、下記のと

おり10施設の基盤整備を行いました。 

○国の交付決定を受け、竣工した施設 

≪創設≫ 

①グループホーム（定員4人） 

②グループホーム（定員7人） 

③グループホーム（定員7人） 

④児童発達支援（定員10人） 

⑤生活介護（定員9人） 

≪改修整備≫ 

①グループホーム（定員7人） 

≪スプリンクラー整備≫4施設 

障がい者が地域で自立した生活を送るため

の支援として、共同生活の場となるグループ

ホーム等の運営費の一部について、前年より
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・土地・建物賃借料 計48棟、15,223千円

・初年度備品整備費補助 計5棟、3,000千

円 

・重度者支援加算 対象者計38人、2,117

千円 

入所待機者解消検討委員会（5回）を設置し、

待機者の解消に向けた検討を行い、次年度以

降の取組みについて報告書をまとめました。

自立支援協議会に特別支援学校進路検討部

会を設置し、特別支援学校卒業生の進路につ

いて検討しました。（第1回：H24.7.18、第2

回：H24.12.27、第3回：H25.3.6） 

精神障がい者の憩いの場である精神障がい

者地域生活支援施設「いこいの家」の運営費

を補助し、精神障がい者の社会復帰及び自立

と社会参加の促進を図りました。（開催実績：

フロム 開催日数144回・利用延人数1,001人、

はまなすの家 開催日数140回・利用延人数

1,045人、きゃんばす  開催日数199回・利

用延人数1,156人） 

・土地・建物賃借料 計51棟、15,783千円

・初年度備品整備費補助 計5棟、3,000千

円   

・重度者支援加算 対象者計37人、2,470

千円 

施設入所待機者の解消に向けて、待機者名

簿を整理するとともに、待機者の実態把握の

方法を検討しました。 

H24年度に自立支援協議会に設置した特別

支援学校進路検討部会を引き続き開催し、特

別支援学校卒業生の進路について検討しまし

た。（第1回：H25.7.12、第2回：H26.2.12）

精神障がい者の憩いの場である精神障がい

者地域生活支援施設「いこいの家」の運営費

を補助し、精神障がい者の社会復帰及び自立

と社会参加の促進を図りました。（開催実績：

フロム 開催日数144回・利用延人数918人、

はまなすの家 開催日数141回・利用延人数

947人、きゃんばす 開催日数199回・利用延

人数926人） 

内容を拡充して補助しました。  

・土地・建物賃借料 計62棟、17,851千円

・初年度備品整備費補助 計6棟、2,993千

円    

・重度者支援加算 対象者計50人、2,854

千円 

・世話人処遇改善加算（新規） 対象者計

304人、22,330千円 

・強度行動障がい者用グループホーム整備

費補助（新規） 計1棟（定員4人）、3,000

千円 

施設入所待機者の解消に向けて、待機者の

実態把握調査を開始しました。 

H24年度に自立支援協議会に設置した特別

支援学校進路検討部会を引き続き開催し、特

別支援学校卒業生の進路について検討しまし

た。（第1回：H26.8.28） 

精神障がい者の憩いの場として、精神障が

い者地域生活支援施設「いこいの家」の運営

費を補助し、精神障がい者の社会復帰及び自

立と社会参加の促進を図りました。（開催実

績：フロム 開催日数142回・利用延人数876

人、はまなすの家 開催日数142回・利用延人

数1,072人、きゃんばす 開催日数194回・利

用延人数1,549人） 
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② 精神障がい者の退院促進に向けて、地域コ

ーディネーターを担える相談支援事業所を整

備し、地域移行を促進します。 

市内の2事業所に事業委託をし、地域体制整

備コーディネーター（利用者数16人、うち退

院者4人）を配置しました。 

また、「地域移行支援推進会議（H24.12.27）」

を開催し、体制整備を進めると共に、病院訪

問等を行い長期入院者の地域移行を進めまし

た。なお、Ｈ18年度精神科病院入院患者調査

の結果、退院可能とされた方のうち、Ｈ23年

度追跡調査時点でいまだ入院中の方につい

て、市内8精神科病院へ訪問し、169人の状況

確認を行いました。 

市内の2事業所に事業委託をし、地域体制整

備コーディネーターを配置しました。 

また、「地域移行支援推進会議（H25.6.25、

H25.8.19、H26.2.18）」を開催し、体制整備

を進めると共に、病院訪問等を行い長期入院

者の地域移行を進めました。 

新たな長期入院を防ぐために、関係職員の

人材育成と関係機関のネットワークの再構築

を目的に、「精神障がい者の地域生活を考え

る関係機関連絡会（全3回）」を開催しました。

③ また、常時医療的なケアが必要な身体障が

い者や重度の知的障がい者、精神障がい者な

ど、地域で自立した生活が困難な障がい者の

ための施設入所支援や受診支援も、必要に応

じて継続していきます。 

施設入所支援や受診支援については、継続

して実施しています。 

施設入所支援や受診支援については、継続

して実施しました。 

施設入所支援や受診支援については、継続

して実施しました。 

（５）地域生活を支える人づくり 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 地域生活支援事業などにより、在宅障がい

者に対する福祉サービスの利用援助や、社会

生活力を高めるための支援を行い、障がい者

やその家族の地域生活を支援します。 

精神障がい者に対するデイケアについて

は、市内精神科医療機関で9か所、区で1か所

実施しました。地域生活への移行に向け、必

要なリハビリを提供できるよう、医療機関を

はじめ関係機関との連携を強化しています。

精神障がい者に対するデイケアについて

は、市内精神科医療機関では10か所、市では1

か所実施しました。地域生活への移行に向け、

必要なリハビリを提供できるよう、医療機関

をはじめ関係機関との連携を強化しました。

精神障がい者に対するデイケアは、市内精

神科医療機関では10か所、市では区1か所で実

施しました。地域生活への移行に向け、必要

なリハビリを提供できるよう、医療機関をは

じめ関係機関との連携を強化しました。 

② また、障がい者やその家族による当事者活

動の支援を行い、地域社会での共助の仕組み

づくりを図っていきます。 

精神障がい者に関する病気や障がいについ

ての知識を深め、適切な援助法の習得を目的

として、「うつ病」の家族教室（3回・参加者

精神障がい者に関する病気や障がいについ

ての知識を深め、適切な援助法の習得を目的

として、「統合失調症」の家族教室（全6回・

精神障がい者に関する病気や障がいについ

ての知識を深め、適切な援助法の習得を目的

として、「アルコール・薬物依存症」の家族
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数19人）を開催しました。 参加者数 延61人）を開催しました。 教室（全5回・参加者数 延35人）を開催しま

した。 

③ 今後も社会福祉協議会や民生委員・児童委

員などと連携し、ボランティアやＮＰＯ法人

などの住民参加型在宅福祉サービス団体の活

動を支援するとともに、支援者・団体・サー

ビス事業者のネットワークづくりをサポート

します。 

精神保健福祉ボランティア育成をテーマ

に、「こころの健康づくり講座（全5回、南区）」

を開催しました。その企画運営等にこころの

健康センターも参加し、情報提供や助言を行

いました。 

精神保健福祉ボランティア育成をテーマ

に、「こころの健康づくり講座（2回）」を開催

しました。その企画運営等にこころの健康セ

ンターも参加し、情報提供や助言を行いまし

た。 

精神保健福祉ボランティア育成をテーマ

に、「こころの健康づくり講座（4回）」を開催

しました。 

④ 当事者からの要望として、障がい者の理解

のための講演会や講座の開催を望む声が多く

ありました。このことから、各種教室・講座・

研修などを継続して実施し、病気や障がいに

ついて正しい知識の普及啓発を図るととも

に、人材の育成などに努めていきます。 

市職員を派遣し、市の事業や施策について

説明する「市政さわやかトーク宅配便（出前

講座）」（計 6回）を実施しました。 

こころの健康センターと精神保健福祉協会

新潟市支部が連携し、自殺予防ゲートキーパ

ー養成講座（「ｷﾞｬﾝﾌﾞﾙ依存症を克服した人、

できなかった人(H24.11.4・参加者数153人)」、

「ﾊﾟ ｰ ｿ ﾅ ﾘ ﾃ ｨ障害と自殺未遂・自傷行為

（H24.12.9・参加者数 204 人）」）を開催す

るとともに、職員を対象とした「精神保健福

祉研修会（基礎研修 1 回、専門研修 3 回・参

加者 274 人）」を開催しました 

難病に関する正しい知識の普及啓発を図る

ため、難病講演会（「間質性肺炎について

（H24.11.10）」、「多発性硬化症について

（H24.12.1）」）や潰瘍性大腸炎交流会

（H24.7.28）を開催しました。 

市職員を派遣し、市の事業や施策について

説明する「市政さわやかトーク宅配便（出前

講座）」（計 7回）を実施しました。 

こころの健康センターと精神保健福祉協会

新潟市支部が連携し、自殺予防ゲートキーパ

ー養成講座（「生きづらい人たちに送る生き

づらさ解消ツール(H25.11.2・参加者数 54

人)」、「薬物・アルコール依存症ってどんな

病気／依存症からの脱却～当時者・家族・支

援者の立場から（H25.11.30・参加者数95人）」）

を開催するとともに、職員を対象とした「精

神保健福祉研修会（基礎研修 1回、専門研修 3

回・参加者 232 人）」を開催しました。 

難病に関する正しい知識の普及啓発を図る

ため、難病講演会（「拡張型心筋症について

（H25.7.6）」、「重症筋無力症の病態と治療

（H25.10.26）」）や潰瘍性大腸炎交流会

（H25.10.12）を開催しました。 

市職員を派遣し、市の事業や施策について

説明する「市政さわやかトーク宅配便（出前

講座）」（計 3回）を実施しました。 

こころの健康センターと精神保健福祉協会

新潟市支部が連携し、「自殺予防ゲートキー

パー養成講座（全 3 回）」を開催するととも

に、職員を対象とした「精神保健福祉研修会

（基礎研修 2 回、専門研修 2 回・参加者 331

人）」を開催しました。 

難病に関する正しい知識の普及啓発を図る

ため、難病講演会（「もやもや病について

（H26.9.27）」）や潰瘍性大腸炎交流会（H 

26.7.26）を開催しました。 
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（６）スポーツ・文化活動の振興および余暇活動の支援 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がい者の社会参加はもとより、健康づく

りや生きがいづくりを促進するため、文化活

動やスポーツ活動の機会を確保するととも

に、より多くの障がい者や地域住民が気軽に

参加できるよう、活動事業の内容を工夫し広

報していきます。 

障がい者のスポーツ活動の機会を確保する

ため、「新潟県障害者スポーツ大会

（H24.5.20）」・「新潟市障がい者大運動会

（H24.9.16）」の開催や、「全国障害者スポ

ーツ大会（H24.10.13～15）」への選手派遣を

支援しました。 

また、新潟シティマラソン（H24.10.7、視

覚障がい参加者数11名）の前日講習会及び当

日の開会式・大会本部に、手話奉仕員を配置

しました。 

障がい者のスポーツ活動の機会を確保する

ため、「新潟県障害者スポーツ大会

（H25.5.19）」・「新潟市障がい者大運動会

（H25.9.22）」の開催や、「全国障害者スポ

ーツ大会（H25.10.12～14）」への選手派遣を

支援しました。 

また、新潟シティマラソン（H25.10.13、視

覚障がい参加者数8名）当日の開会式・大会本

部に、手話奉仕員を配置しました。なお、こ

れらの情報を事前に配布資料に明記し、より

安心して参加できるよう取り組みました。 

障がい者のスポーツ活動の機会を確保する

ため、「新潟県障害者スポーツ大会

（H26.5.18）」・「新潟市障がい者大運動会

（H26.9.14）」の開催や、「全国障害者スポ

ーツ大会（H26.11.1～3）」への選手派遣を支

援しました。 

また、新潟シティマラソン大会当日の会場

（開会式・総合案内2ヶ所）に手話奉仕員を配

置しました。また、視覚障害者ランナーの要

望を受け、同ランナー（家族関係者、盲導犬

可）の控室（男女各1室）を設置しました。こ

れらの情報は事前に全参加者に郵送配布した

資料に明記し、より安心して参加できるよう

取り組みました。

② また、障がい者のスポーツによる機能回復

や体力維持を図るため、障がい者スポーツ指

導者を養成するとともに、スペシャルオリン

ピックスを含めた障がい別のスポーツ活動へ

の支援を行います。 

障がい者の社会参加促進に資することを目

的として、障がいの特性に応じたスポーツ技

術、ルール、心構え等の講習会を、障がい者

及びその支援者を対象として開催しました。

また、国や公的団体が主催する障がい者ス

ポーツ全国大会等の参加者に激励金を支給し

ました。（2チーム、29名に支給） 

障がい者の社会参加促進に資することを目

的として、障がい者及びその支援者を対象に、

障がいの特性に応じたスポーツ技術、ルール、

心構え等の講習会を開催しました。 

また、国や公的団体が主催する障がい者ス

ポーツ全国大会等の参加者に激励金を支給し

ました。（1チーム、25名に支給） 

障がい者の社会参加促進に資することを目

的として、障がい者及びその支援者を対象に、

障がいの特性に応じたスポーツ技術、ルール、

心構え等の講習会を開催しました。 

また、国や公的団体が主催する障がい者ス

ポーツ全国大会等の参加者に激励金を支給し

ました。（37名に支給） 

③ さらに、日常生活を豊かなものにするため

には、余暇を使って趣味を行うなど、様々な

ことに興味を持つことが必要であり、余暇活

動を充実したものにするための支援を行いま

リフト付き福祉バス等を運行（運行回数 74

件）し、移動手段の面から障がい者の社会参

加を支援しました。また、老朽化したリフト

付き福祉バスの買い換え（H25.3）を実施し、

リフト付き福祉バス等を運行（運行回数 101

件）し、移動手段の面から障がい者の社会参

加を支援しました。 

文化活動を支援するため、「福祉をかえる

リフト付き福祉バス等を運行（運行回数 110

件）し、移動手段の面から障害者の社会参加

を支援しました。 

また、文化活動を支援するための「福祉を
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す。 安全性の確保に努めました。 

文化活動を支援するため、「福祉をかえる

『アート化』セミナー2012」（H24.10.26～27、

内容：先進地の実践発表、テーマ別の分科会）

を開催しました。 

『アート化』セミナー2013」（H25.11.1～2

内容：先進地の実践発表、テーマ別の分科会）

を開催しました。 

かえる『アート化セミナー2014』（H26．10.10

～11 内容：全国各地の作品・商品の展示、

講演、ディスカッション）を開催しました。

（７）情報提供・コミュニケーション支援の充実 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がい者が言語（手話を含む）その他の意

思疎通のための手段についての選択の機会が

確保されるよう、また情報の取得や利用のた

めの手段について選択できる機会の拡大を図

るよう努めます。 

障がい者へのコミュニケーション支援を目

的として、手話奉仕員派遣（888件）、要約筆

記奉仕員派遣（256件）を行いました。 

各区役所健康福祉課に手話のできる窓口相

談員を設置しました。 

障がい者ITサポートセンターでは、在宅療

養を行っている利用者や医療機関を訪問し、

支援機器の紹介や導入等の支援を行いまし

た。 

聴覚障がい者や視覚障がい者の情報取得や

利用のための手段の確保として、広報テレビ

の手話放送（年4回）や、点字・声の広報を毎

週発行しました。 

障がい福祉に関する制度やサービスなどに

ついての情報を提供するため、下記のガイド

ブック等を発行しました。 

障がい者へのコミュニケーション支援を目

的として、手話奉仕員派遣（933件）、要約筆

記奉仕員派遣（254件）を行いました。 

各区役所健康福祉課に手話のできる窓口相

談員を引き続き設置しました。 

障がい者ITサポートセンターでは、在宅療

養を行っている利用者や医療機関を訪問し、

支援機器の紹介や導入等の支援を行いまし

た。 

聴覚障がい者や視覚障がい者の情報取得や

利用のための手段の確保として、広報テレビ

の手話放送（年4回）や、点字・声の広報を毎

週発行しました。 

障がい福祉に関する制度やサービスなどに

ついての情報を提供するため、下記のガイド

ブック等を発行しました。 

障がい者へのコミュニケーション支援を目

的として、手話奉仕員派遣（930件）、要約筆

記奉仕員派遣（199件）を行いました。 

各区役所健康福祉課に手話のできる窓口相

談員を引き続き設置しました。 

障がい者ITサポートセンターでは、IT機器

に関する相談・訪問サポートを実施するとと

もに、階層型支援モデルの構築に向け特別支

援学校・医療関係者向けの研修を実施するな

どし、サポート体制の整備と支援機器に関す

る情報提供を行いました。 

聴覚障がい者や視覚障がい者の社会生活上

必要な情報を、広報テレビの手話放送（年4回）

や、「点字・声の広報」として、カセットテ

ープ、一般CDおよびデイジー版CDにより、毎

週発行しました。 

障がい福祉に関する制度やサービスなどに

ついての情報を提供するため、下記のガイド

ブック等を発行しました。 
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・「H24福祉のしおり」 

・「H24ガイドブック（新潟市障がい者施設

等の概要）」 

・「H24精神保健福祉情報ガイド」 

・「H24難病患者さんのためのガイドブック」

・「H24障がい福祉サービス等利用ガイドブ

ック(※H25年度より福祉のしおりと合

体)」 

・「H25福祉のしおり」 

・「H25ガイドブック（新潟市障がい者施設

等の概要）」 

・「H25精神保健福祉情報ガイド」 

・「H25難病患者さんのためのガイドブック」

・「H26福祉のしおり」 

・「H26ガイドブック（新潟市障がい者施設

等の概要）」 

・「H26精神保健福祉情報ガイド」 

② コミュニケーション支援を必要とする障

がい者に対して、手話奉仕員、要約筆記奉仕

員等の派遣や養成を行い、地域で障がい者を

支える人材を養成するとともにさらなるスキ

ルアップを図っていきます。 

手話奉仕員や要約筆記奉仕員の養成のた

め、「手話奉仕員養成講座（入門53人、基礎

10人、スキルアップ19人、事前学習会と登録

試験10人）」や「要約筆記奉仕員養成講座（基

礎25人、応用20人）」を開催しました。 

手話奉仕員や要約筆記奉仕員の養成のた

め、「手話奉仕員養成講座（入門41人、基礎

18人、スキルアップ11人、事前学習会と登録

試験9人）」や「要約筆記奉仕員養成講座（基

礎12人、応用12人）」を開催しました。 

手話奉仕員や要約筆記者の養成のため、「手

話奉仕員養成講座（入門51人、基礎35人、事

前学習会と登録試験10人）」や「要約筆記者

養成講座（6人）」を開催しました。 

③ また、インターネット、携帯電話などのＩ

Ｔを活用した情報提供を積極的に行うととも

に、障がい者がパソコンなどのＩＴ機器を、

気軽に利用できるようなサポート体制の整備

を図ります。 

ホームページリニューアル（H24.6.1～）に

あわせ、文字の拡大縮小、色の変更、音声読

み上げ、ふりがな（ルビ振り）などの機能を

もつ閲覧支援ツールを導入し、高齢者や障が

い者が利用しやすい環境を整えました。 

また、障がい者ITサポートセンターでは、

市内の特別支援教育関係者に対し説明会

(H24.6.7)を実施し、支援機器に関する情報提

供を行いました。 

文字の拡大縮小、色の変更、音声読み上げ、

ふりがな（ルビ振り）などの機能をもつホー

ムページ閲覧支援ツールを設置し、最新のOS

（Windows8）にも対応させました。 

また、障がい者ITサポートセンターでは、

IT機器に関する相談・訪問サポートを実施す

るとともに、特別支援学校・医療関係者向け

の講演会を開催し、サポート体制の整備と支

援機器に関する情報提供を行いました。 

文字の拡大縮小、色の変更、音声読み上げ、

ふりがな（ルビ振り）などの機能をもつホー

ムページ閲覧支援ツールを設置しており、そ

れらが十分に機能できるよう配慮したホーム

ページを作成しました。 

また、障がい者ITサポートセンターでは、

IT機器に関する相談・訪問サポートを実施す

るとともに、階層型支援モデルの構築に向け、

特別支援学校・医療関係者向けの研修を実施

するなどし、サポート体制の整備と支援機器

に関する情報提供を行いました。 

④ 市のホームページについても、内容の充実

はもちろん、高齢者や様々な障がいがある利

用者にも、利用にあたって不自由さを感じる

デザインや情報構成の見直しをはかり、ユ

ニバーサルデザインの考え方に基づいたホー

ムページを作成しました。 

ユニバーサルデザインの考え方に基づいた

ホームページを作成するとともに、作成機会

がある職員を対象に、ユニバーサルデザイン

ユニバーサルデザインの考え方に基づいた

ホームページを作成するとともに、作成機会

がある職員を対象に、ユニバーサルデザイン
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ことのないユニバーサルデザインに対応した

ページを作成していきます。 

やウェブアクセシビリティに関する研修会を

開催しました。 

やウェブアクセシビリティに関する研修会を

開催しました。 

（８）権利擁護の推進 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がい者や家族の権利擁護のため専門相

談の実施や、成年後見制度の利用に係る費用

を助成していますが、必要とする方が円滑に

利用できるよう、「新潟市における成年後見

制度普及のためのアクションプラン」により

制度の普及に努めます。

障がい者のための無料法律相談（実施回数

6回、相談件数16件）や、成年後見制度利用

支援事業（申立て費用助成件数3件、報酬助

成件数3件）に取り組みました。 

日常生活自立支援事業（実施主体：新潟市

社会福祉協議会、契約者数264人（うち知的

障がい者62人、精神障がい者64人））により、

障がい等で判断能力が不十分な方に、福祉サ

ービスの利用支援や日常的な金銭管理の支

援などを行いました。 

障がい者のための無料法律相談（実施回数6

回、相談件数9件）や、成年後見制度利用支援

（申立て費用助成件数4件、報酬助成件数3件）

に取り組みました。 

日常生活自立支援事業（実施主体：新潟市社

会福祉協議会、契約者数288人（うち知的障が

い者69人、精神障がい者72人））により、障が

い等で判断能力が不十分な方に、福祉サービス

の利用支援や日常的な金銭管理の支援などを

行いました。 

障がい者のための無料法律相談（実施回数6

回、相談件数6件）や、成年後見制度利用支援

事業（申立て費用助成件数1件、報酬助成件数7

件）に取り組みました。 

日常生活自立支援事業（実施主体：新潟市社

会福祉協議会、契約者数298人（うち知的障が

い者75人、精神障がい者79人））により、障が

い等で判断能力が不十分な方に、福祉サービス

の利用支援や日常的な金銭管理の支援などを

行いました。 

② また、H24年10月から「障害者虐待の防止、

障害者の養護者に対する支援等に関する法

律」の施行にあわせ、市町村障がい者虐待防

止センターを始めとする虐待防止事業に取り

組みます。 

障がい者がその人らしく地域で安心して自

立した生活を送るため、障がい者の権利を守

るための事業の一層の充実を図るとともに、

障がい者に対する差別や虐待等に速やかに対

応できる仕組みを検討します。 

新潟市障がい者虐待防止センターを設

置・運営（H24.10.1～、相談件数 21件）し、

24 時間 365 日の通報届出受付体制の整備・

一時保護居室の確保を行いました。今後も、

新潟市障がい者虐待防止センターの円滑な

運営と、障がい者虐待の防止や障がい者虐待

事例への速やかな対応、関係機関等との連携

などに、より一層努めていきます。 

障がい者虐待防止事業（相談件数 17 件）に

取り組みました。今後も障がい者の権利を守る

ため、新潟市障がい者虐待防止センターの円滑

な運営と、障がい者虐待の防止や障がい者虐待

事例への速やかな対応、関係機関等との連携な

どに、より一層努めていきます。 

また、共生社会の実現を目的とした「（仮称）

障がいのある人もない人も共に生きる新潟市

づくり条例」に係る検討会を H25 年 4 月に設置

し、条例の制定に向け検討を重ねました。 

障がい者虐待防止事業（相談件数 12 件）に

取り組みました。今後も障がい者の権利を守る

ため、新潟市障がい者虐待防止センターの円滑

な運営と、障がい者虐待の防止や障がい者虐待

事例への速やかな対応、関係機関等との連携な

どに、より一層努めていきます。 

また、共生社会の実現を目的とした「（仮称）

障がいのある人もない人も共に生きる新潟市

づくり条例」の制定に向け、市民・事業者を対

象にした意見交換会の開催や条例（たたき案）

について検討しました。 
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③ また、各種福祉サービス提供者における苦

情解決システムの徹底を図ります。 

指定障害福祉サービス事業者において、不

正事案の発生防止の観点から、事業運営の適

正化に関する業務管理体制の届出の義務化

を踏まえ、関係機関と連携しました。 

事業所指定にあたり、利用者等からの苦情相

談窓口等苦情解決システムを明確にし、徹底を

図りました。 

引き続き、事業所指定にあたり、利用者等か

らの苦情相談窓口等苦情解決システムを明確

にし、徹底を図りました。 

２ 保健・医療・福祉の充実 

（１）障がいの予防と早期の気づき・早期の支援 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 今後は、さらに早期気づき・支援につなげ

るための乳幼児健康診査の充実と、障がいに

気づいた後の専門的相談体制の充実および専

門機関との連携を図っていくほか、保護者に

ついても子どもの特性について理解できるよ

うな相談体制を整えていきます。 

あわせて、身近な地域での相談体制・ネッ

トワークの整備を図り、また、生活習慣病等

の健康診査の周知・充実を図ります。 

各区に設置している委託相談支援事業所の

うち、4つの区に障がい児支援コーディネータ

ーを配置し、障がい児に関する専門的相談体

制の充実を図りました。（障がい者相談支援

事業（相談件数24,120件）、障がい児(者)地

域療育等支援事業（相談件数1,911件））また、

障がい児支援コーディネーターのスキル向上

のため、統括コーディネーター（地域療育支

援員）からの指導を行うとともに、各コーデ

ィネーターの情報共有を図ることを目的とし

た支援会議（毎月実施）を行いました。 

早期の気づき・支援を目的として、市の療

育体制づくりのための４つのワーキングチー

ムとそのとりまとめ会議を立ち上げて検討を

行い、次年度以降の取組みについて報告書を

まとめました。また、その検討結果をもとに、

H25年度から新たに4区で医師による発達相談

モデル事業を行う事業計画を立てました。 

また、乳幼児健康診査等を活用して、発達

各区に設置している委託相談支援事業所の

うち、4つの区に障がい児支援コーディネータ

ーを配置し、障がい児に関する専門的相談体

制の充実を図りました。（障がい者相談支援

事業（相談件数32,019件）、障がい児(者)地

域療育等支援事業（相談件数1,976件））また、

障がい児支援コーディネーターのスキル向上

のため、統括コーディネーター（地域療育支

援員）からの指導を行うとともに、各コーデ

ィネーターの情報共有を図ることを目的とし

た支援会議（毎月実施）を行いました。 

市内4区で実施していた専門医による発達

相談をＨ25年度から全区で実施し、運動・精

神・コミュニケーション機能の発達に障がい

をきたすおそれがある乳幼児に対し、発達の

見極め・指導助言・専門医療機関や療育機関

の紹介等を行いました。 

また、乳幼児健康診査等を活用して、発達

各区に設置している委託相談支援事業所の

うち、4つの区に障がい児支援コーディネータ

ーを配置し、障がい児に関する専門的相談体

制の充実を図りました。（障がい者相談支援

事業（相談件数28,928件）、障がい児(者)地

域療育等支援事業（相談件数1,179件））また、

障がい児支援コーディネーターのスキル向上

のため、統括コーディネーター（地域療育支

援員）からの指導を行うとともに、各コーデ

ィネーターの情報共有を図ることを目的とし

た支援会議（毎月実施）を行いました。 

引き続き医師による発達相談会を全区で実

施し、運動・精神・コミュニケーション機能

の発達に障がいをきたすおそれがある乳幼児

に対し、発達の見極め・指導助言・専門医療

機関や療育機関の紹介等を行いました。 

また、乳幼児健康診査等を活用して、発達
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障がい等の疑いのある（定型発達ではない）

児の早期の発見と、その後の心理相談指導を

行いました。（1歳6か月児健康診査：発見数

1,721人・心理相談831人、3歳児健康診査：発

見数832人、心理相談737人、健診後の経過観

察事業の来所数430人） 

療養上の保健指導が必要な人に対して、保

健師・看護師などが訪問指導を行っています。

（被訪問人数19人、訪問回数168回） 

障がい等の疑いのある（定型発達ではない）

児の早期の発見と、その後の心理相談指導を

行いました。（1歳6か月児健康診査：発見数

2,082人・心理相談945人、3歳児健康診査：発

見数1,076人、心理相談935人、健診後の経過

観察事業の来所数441人） 

療養上の保健指導が必要な人に対して、保

健師・看護師などが訪問指導を行いました。

（被訪問人数16人、訪問回数152回） 

障がい等の疑いのある（定型発達ではない）

児の早期の発見と、その後の心理相談指導を

行いました。(1歳6か月児健康診査:発見数

1,985人・心理相談976人、3歳児健康診査：発

見数1,077人、心理相談959人、健診後の経過

観察事業の来所数492人) 

療養上の保健指導が必要な人に対して、保

健師・看護師などが訪問指導を行いました。

（被訪問人数13人、訪問回数158回） 

また、児童福祉法の改正によりひしのみ園

が福祉型児童発達支援センターとなったこと

を受け、幼児ことばとこころの相談センター

の業務を統合し、通所による療育支援だけで

なく、発達相談や地域支援の機能を併せ持つ

中核的な療育支援機関を設置するため、児童

発達支援センター「こころん」の整備を開始

しました。 

② また、学齢期における統合失調症などの支

援について教育機関を中心に関係機関と連携

し、効果的な対応について検討します。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

（２）医療およびリハビリテーションの充実 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がい者が安心して医療サービスを受け

られるよう、医療費助成を引き続き行うとと

もに、医療機関との連携・強化に努めます。

各種医療費助成を引続き実施しました。な

お、各種医療費助成の支給実績については、

以下のとおりです。 

各種医療費助成を引続き実施しました。な

お、各種医療費助成の支給実績については、

以下のとおりです。 

各種医療費助成を引続き実施しました。重

度障がい者医療費助成については、Ｈ26年9月

より精神障害者保健福祉手帳1級所持者を対

象者に加え、医療費助成の充実を図りました。
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・重度心身障がい者医療費助成（助成件数

421,766件、助成額144,379千円） 

・自立支援医療(更生医療)給付（給付件数

30,998件、助成金額768,813千円） 

・自立支援医療（育成医療）の給付（助成

件数1,544件数、助成額40,245千円） 

・自立支援医療(精神通院医療)給付（給付

件数144,948件、助成金額853,109千円）

・精神障がい者入院医療費助成（助成件数

1,986件、助成額 64,920千円） 

・障がい者要介護者等歯科保健事業（訪問

歯科健診実施件数173件） 

・小児慢性特定疾患治療研究事業（助成件

数6,624件、助成額126,896千円） 

・重度心身障がい者医療費助成（助成件数

433,293件、助成額1,560,387千円） 

・自立支援医療(更生医療)給付（給付件数

36,676件、助成額791,827千円） 

・自立支援医療（育成医療）給付（助成件

数1,625件、助成額39,798千円） 

・自立支援医療(精神通院医療)給付（給付

件数159,503件、助成額891,521千円） 

・精神障がい者入院医療費助成（助成件数

6,367件、助成額63,670千円） 

・障がい者要介護者等歯科保健事業（訪問

歯科健診実施件数111件） 

・小児慢性特定疾患治療研究事業（助成件

数6,881件、助成額125,766千円） 

なお、各種医療費助成の支給実績については、

以下のとおりです。 

・重度障がい者医療費助成（助成件数 

440,787件、助成額1,600,644千円） 

・自立支援医療(更生医療)給付（給付件数

35,124件、助成額738,606千円） 

・自立支援医療（育成医療）給付（助成件

数1,425件、助成額33,696千円） 

・自立支援医療(精神通院医療)給付（給付

件数165,839件、助成額921,524千円） 

・精神障がい者入院医療費助成（助成件数

4,642件、助成額46,420千円） 

・障がい者要介護者等歯科保健事業（訪問

歯科健診実施件数115件） 

・小児慢性特定疾病事業（助成件数7,121

件、助成額119,965千円） 

② 歯科については、口腔保健福祉センターを

中心として障がい者の診療を行い、健診の重

要性に鑑み、その体制の整備を図るとともに、

福祉関係者に対し、口腔内の健康の大切さを

理解してもらえるよう、適切な情報の提供に

努めていきます。 

口腔保健福祉センターを運営し、休日の急

患歯科診療を実施するとともに、一般の歯科

診療所で治療が困難な障がい者や高齢者を対

象とした歯科診療等を行いました。（特別診

療利用者数996人、口腔健診・研修事業（地域

活動支援ｾﾝﾀｰ等）33件） 

口腔保健福祉センターを運営し、休日の急

患歯科診療を実施するとともに、一般の歯科

診療所で治療が困難な障がい者や高齢者を対

象とした歯科診療等を行いました。（特別診

療利用者数1,036人、口腔健診・研修事業（地

域活動支援ｾﾝﾀｰ等）23件） 

口腔保健福祉センターを運営し、休日の急

患歯科診療を実施するとともに、一般の歯科

診療所で治療が困難な障がい者や高齢者を対

象とした歯科診療等を行いました。（特別診

療利用者数1,171人、口腔健診・研修事業（地

域活動支援ｾﾝﾀｰ等）22件） 

③ 適切なリハビリテーションが提供できる

体制の整備を図り、障がい者の地域社会への

参加・参画を支援します。 

従来の訓練事業（9会場・開催回数128回・

参加者数184人）については、事業参加者が減

少したため、H24年度末で事業を廃止すること

としました。なお、H25年度より従来の健康相

談事業を拡充し、療法士による心身機能の低

療法士による心身機能の低下に対する相

談・指導を実施しました。 

療法士による心身機能の低下に対する相

談・指導を実施しました。 
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下に対する相談・指導を実施します。 

④ また、高次脳機能障がいをはじめとする

様々な脳疾患を有する人に対する支援のあり

方を検討し、その支援に努めます。 

高次脳機能障がいについては、新潟圏域高

次脳機能障害支援従事者研修会（H24.12.1・

参加者数74人、新潟県新潟地域振興局と共催）

を開催するとともに、新潟県高次脳機能障害

相談支援センターや関係機関と連携し、取り

組みを検討しました。 

高次脳機能障がいについては、新潟圏域高

次脳機能障害支援従事者研修会（H25.11.18・

参加者数81人、新潟県新潟地域振興局と共催）

を開催するとともに、新潟県高次脳機能障害

相談支援センターや関係機関と連携し、取り

組みを検討しました。 

また、高次脳機能障害支援拠点機関として、

支援（相談件数 26 件）を行いました。 

高次脳機能障がいについては、新潟圏域高

次脳機能障害支援従事者研修会（H26.11.17・

参加者数42人、新潟県新潟地域振興局と共催）

を開催するとともに、新潟県高次脳機能障害

相談支援センターや関係機関と連携し、取り

組みを検討しました。 

また、高次脳機能障害支援拠点機関として、

支援（相談件数 32 件）を行いました。 

（３）精神保健と医療施策の推進 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 精神障がいの予防や適切な精神科医療を

推進するとともに、精神障がい者の自立と社

会復帰の促進のために、複雑困難な相談や調

査研究などを行う精神保健福祉に関する総合

的技術センターとして、地域の中核的な施設

となる「こころの健康センター」に精神保健

福祉施策、自殺総合対策の部門を統合し機能

を強化しましたが、今後も区役所や精神科医

療機関、また関係機関と連携に努め、さらな

る推進体制を構築します。 

精神保健福祉庁内担当者会議（H25.1）を開

催し、こころの健康センターと各区役所との

連携を強化しました。また、10月から市単独

で「新潟市こころといのちの寄り添い支援事

業（相談件数98件）」を開設し、自殺予防対

策の体制を強化しました。 

精神保健福祉業務に従事する職員のスキル

アップを目的とした研修会（6回・参加者数306

人）を実施しました。 

自殺未遂者の再企図防止を図るため、専門

相談員を配置し、本人及び家族等に対して相

談及び訪問支援を行う「こころといのちの寄

り添い支援事業（支援件数:延 1,088 件）」を

実施しました。 

精神保健福祉業務に従事する職員のスキル

アップを目的とした研修会（5 回・参加者数

313 人）を実施しました。 

自殺未遂者の再企図防止を図るため、専門

相談員を配置するとともに、救命救急センタ

ーや消防・警察・生活保護ケースワーカー等

との密接な連携を図り、本人及び家族等に対

して相談及び訪問支援を行う「こころといの

ちの寄り添い支援事業（支援件数:延 1,522

件）」を実施しました。 

精神保健福祉業務に従事する職員のスキル

アップを目的とした研修会（5 回・参加者数

373 人）を実施しました。 

② また、精神科救急医療対策として、これま

で県と共同して休日と夜間における受診の機

会を確保してきました。今後は、精神科救急

情報センターの設置も含めて救急医療のさら

なる充実について検討を行います。 

精神科救急情報センターの設置について、

県と協議を行いました。また、先進地視察を

行うとともに、県内医療機関及び「精神科救

急医療システム連絡調整委員会（H25.3.18）」

の各委員への意見聴取等を実施し、今後の役

県内医療機関及び「精神科救急医療システ

ム連絡調整委員会（H26.3.27）」の各委員へ

の意見聴取等を実施し、今後の役割やあり方

を検討しました。また、新潟県精神科救急情

報センターを開設（H26.3.31）しました。 

緊急に精神科医療・相談を必要とする方の

ために、精神医療相談窓口（電話相談）を開

設（H27.3.2）しました。相談内容に応じて、

救急医療の必要性の判断や医療機関の案内、

助言を行います。 
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割やあり方を検討しました。 

③ さらに、こころの健康推進のため保健師等

への研修や、「うつ・ストレス」に関する講

座の開催、パンフレットの作成により正しい

知識と理解の普及啓発を図ります。 

こころの健康センターに精神保健福祉相談

員を配置し、ケースマネジメントを用いた個

別支援を行うとともに、各区や相談支援事業

所等と連携をとりながら、個別支援やカンフ

ァレンス等への参加協力、支援職員向けの研

修等を実施しました。なお、H24 年度は職員を

対象とした「精神保健福祉研修会（基礎研修 1

回、専門研修 3回・274 人）」や、「『うつ病』

の家族教室（3回）」を開催しました。 

「臨床心理士によるうつ・ストレス相談（土

曜開催 48 回、相談件数 40 件）」を実施しま

した。また、関係職員や一般市民向けのメン

タルヘルスセミナーなど、精神保健福祉に関

する普及啓発として、講師派遣（出前講座）

を行いました。（開催回数 25 回、参加者実

人数 延 1,639 人） 

こころの健康センターに精神保健福祉相談

員を配置し、ケースマネジメントを用いた個

別支援を行うとともに、各区や相談支援事業

所等と連携をとりながら、個別支援やカンフ

ァレンス等への参加協力、支援職員向けの研

修等を実施しました。なお、H25 年度は職員を

対象とした「精神保健福祉研修会（基礎研修 1

回、専門研修 3 回・参加者 232 人）」を開催

しました 

「臨床心理士によるうつ・ストレス相談（土

曜開催 48 回、相談件数延 57 件）」を実施し

ました。また、関係職員や一般市民向けのメ

ンタルヘルスセミナーなど、精神保健福祉に

関する普及啓発として、講師派遣（出前講座）

を行いました。（開催回数 16 回、参加者実人

数 延 677 人） 

職員を対象とした「精神保健福祉研修会（基

礎研修 2回、専門研修 2回・参加者 331 人）」

を開催しました。 

「臨床心理士によるうつ・ストレス相談（土

曜開催 48 回、相談件数延 47 件）」を実施し

ました。また、関係職員や一般市民向けのメ

ンタルヘルスセミナーなど、精神保健福祉に

関する普及啓発として、講師派遣（出前講座）

を行いました。（開催回数 7 回、参加者実人

数 延 210 人） 

３ 雇用促進と就労支援 

（１）雇用促進と一般就労の支援 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 今後も、国・県や関係機関との連携を強化

しながら、一人ひとりの障がい特性に応じた

支援を行えるよう、障がい者雇用の促進と就

労支援に関する施策を進めていきます。 

労働局・ハローワーク・県・障害者職業セ

ンター等行政機関や支援機関で構成される

「新潟県障害者雇用促進プロジェクトチー

ム」の打合会議(H24.12.6、H25.3.19)を行い、

H25年10月に新潟市総合福祉会館内に新潟

市就業支援センター「こあサポート」を開設

し、就職を希望する障がい者の相談から就職

後の定着支援まで、一貫した伴走型支援を関

新潟市就業支援センター「こあサポート」

において、就職を希望する障がい者の相談か

ら就職後の定着支援まで、一貫した伴走型支

援を関係機関（ハローワーク、新潟障害者職
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市・ハローワーク・商工会議所・賛同事業

所により構成される「雇用促進協議会」と連

携して、一人でも多くの障がい者が雇用され、

安定した雇用につながるよう、事業主への啓

発に努めるとともに、障がい者の就労に関す

る相談の機会を設け、障がい者就業・生活支

援センターでも、障がい者の就業や、職業生

活などについての総合的な支援を行います。

障害者自立支援法による就労支援事業や、

障がい特性に応じた職業訓練により、就労機

会の拡大を図ります。 

新潟県における障がい者雇用の現状と課題に

ついて確認をしました。また、実務者レベル

のワーキンググループの打合会議(H25.1.15)

を行い、具体的な今後の取り組みについて検

討しました。 

市に障がい者職業アドバイザーを配置し、

障がい者雇用事業所を訪問（訪問件数84件）

することで、事業主と障がい者本人への助言

を行いました。 

障がい者の就労相談、合同面接会、雇用促

進フォーラムの開催などの情報について、市

報や区報に定期的に掲載（掲載回数：市報5回、

区報6回）し、周知を図りました。 

障がい者雇用奨励助成金の交付（交付件数

46件、交付額2，125千円）を行い、障がい者

の職場定着を支援しました。 

係機関（ハローワーク、新潟障害者職業セン

ター、福祉施設、特別支援学校、相談支援事

業所など）と連携して実施しました。（相談

支援240件、実習8件、定着支援70件） 

その結果、登録者203名のうち33名（身体8

名、知的15名、精神6名、難病等4名）が一般

企業等へ就職しました。また、企業（37社）

に対して、障がい者を雇用するための支援や、

雇用後の相談等支援、企業見学会（7回）など

を行ったほか、実習・雇用先企業の開拓（10

社）を行いました。 

労働局・ハローワーク・県・本市・障害者

職業センター等行政機関や支援機関で構成さ

れる「新潟県障害者雇用促進プロジェクトチ

ーム」においては、フォーラムの開催やパン

フレット配布をすることで、障がい者雇用に

ついて事業主への啓発を図りました。 

障がい者の雇用拡大を推進するため、民間

企業を誘致し、官民連携をして取り組んでい

くこととしました。 

障がい者職業アドバイザーを配置し、障が

い者雇用事業所を訪問（訪問件数121件）する

ことで、事業主と障がい者本人への助言を行

いました。 

障がい者の就労相談、合同面接会、雇用促

業センター、福祉施設、特別支援学校、相談

支援事業所など）と連携して実施しました。

（相談支援1,749件、実習112件、定着支援847

件） 

その結果、登録者428名のうち135名（身体

23名、知的55名、精神52名、難病等5名）が一

般企業等へ就職しました。また、企業（59社）

に対して、障がい者を雇用するための支援や、

雇用後の相談等支援、企業見学会などを行っ

たほか、実習・雇用先企業の開拓（68社）を

行いました。さらに、Ｈ26年10月より無料職

業紹介事業（18件紹介・11件採用）を開始し

ました。 

労働局・ハローワーク・県・本市・障害者

職業センター等行政機関や支援機関で構成さ

れる「新潟県障害者雇用促進プロジェクトチ

ーム」においては、フォーラムの開催やパン

フレット配布をすることで、障がい者雇用に

ついて事業主への啓発を図りました。 

障がい者の雇用拡大を推進するため、民間

企業を誘致し、官民連携をして取り組んでい

くこととしました。 

障がい者就労支援プロモーターを配置し、

障がい者雇用事業所への訪問（訪問件数145

件）を行い、障がい者雇用に関する相談、助

言などを行いました。 

障がい者の就労相談、合同面接会、雇用促
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進フォーラムの開催などの情報について、市

報や区報に定期的に掲載（掲載回数：市報5

回・区報6回）し、周知を図りました。 

障がい者雇用奨励助成金の交付（交付件数

83件、交付額3,915千円）を行い、障がい者の

職場定着を支援しました。 

進フォーラムの開催などの情報について、市

報や区報に定期的に掲載（掲載回数：市報5

回・区報6回）し、周知を図りました。 

障がい者雇用奨励助成金の交付（交付件数

77件、交付額3,875千円）を行い、障がい者の

職場定着を支援しました。 

② 事業者に対する障がい特性への理解を進

めるとともに、障がい者の働く意欲の向上を

支援し、障がい者の職場への定着や雇用の拡

大、在宅就業障がい者への支援に努めるとと

もに、就労前の準備や就労後の定着を支援す

るジョブコーチ（職場適応援助者）の活用を

図るなど、支援体制を整備します。 

障がい者雇用現場の見学会（H24.11.1、参

加企業15社）や事業者向けのセミナー

（H25.1.25、参加企業・支援者65名）などを

行い、障がい者雇用を推進しました。 

ジョブコーチなど就労支援制度の周知を図

るため、「障がい者の働くためのガイドブッ

ク」改訂版を発行しました。 

また「障がい者雇用にいがた企業探訪」を

発行し、障がい者雇用に積極的に取り組む事

業者を紹介するとともに、雇用の啓発・雇用

支援制度に関する情報提供を行いました。 

各企業が抱える不安や悩みの解決を図るこ

とを目的として、障がい者雇用に取り組む企

業等のネットワーク「みつばち(H26.2.16、参

加団体30団体)」を立ち上げました。 

障がい者雇用現場の見学会（参加企業14社）

や事業者向けのセミナー（参加企業・支援者

70名）などを行い、障がい者雇用を推進しま

した。 

国の緊急雇用創出事業を活用して、障がい

者チャレンジオフィス事業を実施し、10名の

障がい者を臨時職員として雇用しました。（5

名はその後民間企業へ就職） 

ジョブコーチなど就労支援制度の周知を図

るため、「障がい者の働くためのガイドブッ

ク」改訂版を発行しました。 

また「障がい者雇用にいがた企業探訪」を

発行し、障がい者雇用に積極的に取り組む事

業者を紹介するとともに、雇用の啓発・雇用

支援制度に関する情報提供を行いました。 

各企業が抱える不安や悩みの解決を図るこ

とを目的として結成した障がい者雇用支援企

業ネットワーク「みつばち(参加団体29団体)」

と連携し、障がい者雇用現場の見学会（参加

企業16社）や事業者向けのセミナー（4回、参

加者116名）などを行い、障がい者雇用を推進

しました。 

また、Ｈ26年10月より、上記ネットワーク

と共に障がい者雇用に積極的な企業を認定す

る「障がい者雇用企業認定事業」を開始し、

企業への支援を強化しました。（認定企業27

社） 

障がい者チャレンジオフィス事業を実施

し、9名の障がい者を臨時職員として雇用しま

した。（7名はその後民間企業へ就職） 

ジョブコーチなど就労支援制度の周知を図

るため、「障がい者の働くためのガイドブッ

ク」改訂版を発行しました。 

加えて「障がい者雇用にいがた企業探訪」

を発行し、障がい者雇用に積極的に取り組む

事業者を紹介するとともに、雇用の啓発・雇
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用支援制度に関する情報提供を行いました。

③ 障がい児と保護者を対象に、福祉施設や企

業で行われている作業を体験する機会を設

け、進路について考える場を提供します。 

特別支援学級・特別支援学校生を対象にし

た福祉施設の作業や仕事の体験会（H24.7.7、

参加者数356人、協力企業・施設：18団体）を

実施しました。 

特別支援学級・特別支援学校生を対象にし

た福祉施設の作業や仕事の体験会（参加者数

338人、協力企業・施設15団体）を実施しまし

た。 

特別支援学級・特別支援学校生を対象にし

た福祉施設の作業や仕事の体験会（参加者数

321人、協力企業・施設14団体）を実施しまし

た。 

④ また、一般就労と福祉的就労の中間的な就

労の場としての「社会的雇用」を始めとした

先進的取り組みについては、事業所の要件や

効果の検証などを考慮し、検討していきます。

障がい者の就労・雇用に関する取り組みを

先進的に行っている都市の視察（岡山県総社

市における1,000人雇用）等、今後に向け事例

の研究・検討を行いました。 

社会的雇用については、国の動向に注視す

ることとし、今年度は一般雇用を中心に施策

を進めました。 

社会的雇用については、国の動向に注視す

ることとし、今年度は一般雇用を中心に施策

を進めました。 

⑤ さらに、障害者雇用促進プロジェクト、障

害者雇用推進フォーラム、関係機関就職対策

連絡会議などで労働関係機関や教育機関等と

の連携を強化するほか、障がい者を雇用して

いる企業からの製品の買い入れや役務の提供

を、市が率先して活用します。 

障がい者多数雇用事業者からの物品調達に

ついて、市庁内において積極的な活用を図り

ました。また、各種案内等を事業所へ発送す

る際に、障がい者多数雇用事業者優遇制度の

パンフレットを同封し、周知を図りました。

(登録事業者11社) 

障がい者多数雇用事業者からの物品調達に

ついて、市庁内において積極的な活用を図り

ました。また、各種案内等を事業所へ発送す

る際に、障がい者多数雇用事業者優遇制度の

パンフレットを同封し、周知を図りました。

(登録事業者11社) 

障がい者多数雇用事業者からの物品調達に

ついて、市庁内において積極的な活用を図り

ました。また、各種案内等を事業所へ発送す

る際に、障がい者多数雇用事業者優遇制度の

パンフレットを同封し、周知を図りました。

(登録事業者11社) 

（２）福祉施設等への就労の支援 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 今後も授産製品や請負業務などを市民に

ＰＲして販路拡大を図るとともに、施設のネ

ットワーク化による共同受注の検討など工賃

を増額するための方策について検討を進めま

す。 

各施設での製品販売を行う「まちなかほっ

とショップ」の活用、啓発イベントの開催に

より障がい者の就労と障がいへの理解を図り

ました。また、「まちなかほっとショップ」

の出張販売により、販路拡大に努めました。

各施設での製品販売を行う「まちなかほっ

とショップ」の活用、啓発イベントの開催に

より障がい者の就労と障がいへの理解を図り

ました。また、「まちなかほっとショップ」

の出張販売により、販路拡大に努めました。

各施設での製品販売を行う「まちなかほっ

とショップ」の活用、啓発イベントの開催に

より障がい者の就労と障がいへの理解を図り

ました。また、「まちなかほっとショップ」

の出張販売により、販路拡大に努めました。

② 障がい者施設や障がい者を雇用している

企業からの製品の買い入れや役務の提供を、

市が率先して活用します。 

障がい者多数雇用事業者からの物品調達に

ついて、市庁内において積極的な活用を図り

ました。また、各種案内等を事業所へ発送す

る際に、障がい者多数雇用事業者優遇制度の

障がい者多数雇用事業者からの物品調達に

ついて、市庁内において積極的な活用を図り

ました。また、各種案内等を事業所へ発送す

る際に、障がい者多数雇用事業者優遇制度の

障がい者多数雇用事業者からの物品調達に

ついて、市庁内において積極的な活用を図り

ました。また、各種案内等を事業所へ発送す

る際に、障がい者多数雇用事業者優遇制度の
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パンフレットを同封し、周知を図りました。

(登録事業者11社) 

パンフレットを同封し、周知を図りました。

(登録事業者11社) 

「障害者優先調達推進法」が H25.4.1 に施

行されたことを受け、本市でも障がい者優先

調達推進方針を策定し、市庁内へ積極的な調

達を呼びかけました。（Ｈ25年度の障がい者

就労施設等からの調達目標額＝Ｈ24年度実績

の 310,990 千円を上回る額。※Ｈ25年度実績

350,379 千円）

パンフレットを同封し、周知を図りました。

(登録事業者11社) 

「障害者優先調達推進法」が H25.4.1 に施

行されたことを受け、本市でも障がい者優先

調達推進方針を策定し、市庁内へ積極的な調

達を呼びかけました。（Ｈ26年度の障がい者

就労施設等からの調達目標額＝Ｈ25年度実績

の 350,379 千円を上回る額。※Ｈ26年度実績

は調査中）

③ また、企業への就職が難しい障がい者の身

近な就労・創作活動などの場として、地域活

動支援センター等の整備を促進しながら、地

域活動支援センターの障がい福祉サービスへ

の移行支援も行います。 

引き続き地域活動支援センターの運営補助

（計41施設）を実施しました。 

引き続き地域活動支援センターの運営補助

（計37施設）を実施しました。 

引き続き地域活動支援センターの運営費補

助（計41施設）を実施しました。 

４ 療育・教育の充実 

（１）就学前療育の充実 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がい児が、身近な場所においてより良い

専門的療育が受けられるよう、療育支援体制

の整備について検討を進め、発達障がい支援

センター、児童発達支援センター、幼児こと

ばとこころの相談センターなど療育体制の整

備・充実を図ります。 

各区に設置している委託相談支援事業所の

うち、4つの区に障がい児支援コーディネータ

ーを配置し、障がい児に関する専門的相談体

制の充実を図りました。（障がい者相談支援

事業（相談件数24,120件）、障がい児(者)地

域療育等支援事業（相談件数1,911件））さら

に、障がい児支援コーディネーターのスキル

向上のため、統括コーディネーター（地域療

各区に設置している委託相談支援事業所の

うち、4つの区に障がい児支援コーディネータ

ーを配置し、障がい児に関する専門的相談体

制の充実を図りました。（障がい者相談支援

事業（相談件数32,019件）、障がい児(者)地

域療育等支援事業（相談件数1,976件））さら

に、障がい児支援コーディネーターのスキル

向上のため、統括コーディネーター（地域療

各区に設置している委託相談支援事業所の

うち、4つの区に障がい児支援コーディネータ

ーを配置し、障がい児に関する専門的相談体

制の充実を図りました。（障がい者相談支援

事業（相談件数28,928件）、障がい児(者)地

域療育等支援事業（相談件数1,179件））さら

に、障がい児支援コーディネーターのスキル

向上のため、統括コーディネーター（地域療
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育支援員）からの指導を行うとともに、各コ

ーディネーターの情報共有を図ることを目的

とした支援会議（毎月実施）を行いました。

また、早期の気づき・支援を目的として、

市の療育体制づくりのための４つのワーキン

グチームを課題テーマ毎に、またそのとりま

とめ会議も設置して検討を行い、次年度以降

の取組みについて報告書をまとめました。 

育支援員）からの指導を行うとともに、各コ

ーディネーターの情報共有を図ることを目的

とした支援会議（毎月実施）を行いました。

療育支援体制強化の取り組みの一つとして

各保育園・幼稚園の主任保育士等を対象とし

た発達支援コーディネーター養成研修を開催

し、74名の発達支援コーディネーターを養成

しました。 

また、市内6区で実施していた療育教室を

H25年度から全区で実施し、言葉や社会性等の

発達の遅れがみられる乳幼児への支援や、そ

の保護者への助言等を行いました。 

育支援員）からの指導を行うとともに、各コ

ーディネーターの情報共有を図ることを目的

とした支援会議（毎月実施）を行いました。

療育支援体制強化の取り組みの一つとして

実施している発達支援コーディネーターの養

成では、各保育所・幼稚園の主任保育士等を

対象に養成研修を開催し、77名の発達支援コ

ーディネーターを養成したほか、前年度の養

成研修修了者を対象としたフォローアップ研

修を実施し、技能の向上を図りました。 

H25年度から全区で実施している療育教室

については、Ｈ26年度に2会場増やして実施

し、言葉や社会性等の発達の遅れがみられる

乳幼児への支援や、その保護者への助言等を

行う体制を強化しました。 

また、児童福祉法の改正によりひしのみ園

が福祉型児童発達支援センターとなったこと

を受け、幼児ことばとこころの相談センター

の業務を統合し、通所による療育支援だけで

なく、発達相談や地域支援の機能を併せ持つ

中核的な療育支援機関を設置するため、児童

発達支援センター「こころん」の整備を開始

しました。 

② 研修による保育所職員の能力向上や保育

所への専門相談員の派遣などにより療育体制

の充実を図ります。 

保育所職員を対象とした研修を実施すると

ともに、幼児ことばとこころの相談センター

の地域支援として、保育所訪問を行い、スタ

ッフへの助言等を行いました。 

保育所職員を対象とした研修を実施すると

ともに、幼児ことばとこころの相談センター

の地域支援として、保育所訪問を行い、スタ

ッフへの助言を行いました。 

保育所職員を対象とした研修を実施すると

ともに、幼児ことばとこころの相談センター

の地域支援として、保育所・幼稚園等の訪問

を行い、スタッフへの助言を行いました。 
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③ また、市内すべての保育園で障がい児の受

け入れを行います。 

引続き保育園での障がい児の受け入れを行

いました。 

引続き保育園での障がい児の受け入れを行

いました。 

引続き保育園での障がい児の受け入れを行

いました。 

④ なお、発達障がい者支援体制整備検討委員

会において、今後の療育支援体制を検討し、

その充実に努めます。 

発達障がい者支援体制整備検討委員会を年

度内に２回開催し（第1回：H24.10.26、第2回：

H25.3.21）、本市の療育支援体制整備につい

て活発な議論をしています。 

発達障がい者支援体制整備検討委員会を開

催し（Ｈ26.3.13）、本市の療育支援体制整備

について議論を行いました。 

発達障がい者支援のあり方について検討す

る会を新たに立ち上げるため検討を行いまし

た。 

（２）学校教育の充実 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 個々の児童・生徒のニーズに応じた特別支

援教育を進め、特別支援学校や特別支援学級

等の適正な配置や相談体制の整備を含めて、

よりよいあり方を検討します。 

特別支援教育サポートセンターを核とし

て、特別支援教育推進校や特別支援学校との

連絡会を開いて情報交換等を行いました。特

別支援教育サポートセンターでは、延べ 536

件の学校支援を行いました。 

特別支援学級の整備に努め、市内で 14 学級

増加しました。特別支援教育サポートセンタ

ー、特別支援教育推進校、市内特別支援学校

等が連携し、学校への相談支援を行いました。

特別支援教育サポートセンターでは、延べ 433

件の学校支援を行いました。 

特別支援学級のニーズの高まりに対応し、

学級の新設・増設に努め、前年度に比べ小学

校 12 学級、中学校 4 学級増、計 16 学級増と

なりました。特別支援教育サポートセンター

では、延べ 473 件の学校支援を行いました。

② また、児童・生徒の学習環境を充実させる

観点から、教室の改修や備品の整備も図って

いきます。 

児童生徒の障がいの実態や特性により、学

校から相談のあったケースについては、施設

改修や備品整備など環境整備を行いました。

新増設の特別支援学級、学校から相談のあ

ったケースについて、施設改修・備品整備な

ど環境整備を行いました。 

新増設の特別支援学級、学校から相談のあ

ったケースについて、施設改修・備品整備な

ど環境整備を行いました。 

③ 通常の学級に在籍する、支援や配慮を必要

とする児童・生徒について、教職員の早期の

気付きや適切な理解を深めるために、特別支

援教育コーディネーターを核として、校内に

設置している校内委員会の機能の充実を図っ

ていきます。 

全ての幼稚園、小・中等教育学校、市立高

等学校に特別支援教育に係る校内委員会を設

置し、特別支援教育コーディネーターの指名

を行いました。すべての学校から校内委員会

ステップアップ研修の参加がありました。 

全ての市立学校・園に校内委員会を設置し、

特別支援教育コーディネーターを指名して、

校内支援の充実に努めました。校内委員会に

より、各学校・園で在籍幼児児童生徒の実態

把握、支援の検討、校内研修などを行いまし

た。 

全ての市立学校・園に校内委員会を設置し、

特別支援教育コーディネーターを指名して、

校内支援の充実に努めました。校内委員会に

より、各学校・園で在籍幼児児童生徒の実態

把握、支援の検討、校内研修などを行いまし

た。 

④ また、校内委員会の中心となる特別支援教

育コーディネーターに対して、指導力の向上

を図るために研修内容の工夫を図ります。 

特別支援教育コーディネーターの指導力の

向上を図るため特別支援教育コーデイネータ

ーを対象とした校内委員会ステップアップ研

4月には、特別支援教育コーディネーターの

全員参加研修会を行いました。また、特別支

援教育校コーディネーターを対象にした校内

4月には、特別支援教育コーディネーターの

全員参加研修会を行いました。また、特別支

援教育校コーディネーターを対象にした校内
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修（全 9講座）を実施しました。すべての小・

中学校等が参加しました。 

委員会ステップアップ研修会（全 9 講座）を

実施しました。 

委員会ステップアップ研修会（全 9 講座）を

実施しました。Ｈ19 年度から、継続実施して

いたコーディネーター研修は、一定の目標を

達成できたので、今年度で終了します。 

⑤ さらに、通常の学級や特別支援学級に在籍

する、配慮や支援が必要な児童生徒に対する

人的な支援として特別支援教育ボランティア

をニーズに応じて配置をしていきます。 

積極的なアナウンスによりＨ24 年度末で、

特別支援教育ボランテイアの登録人数は 241

人となっています。 

Ｈ19 年度から継続して特別支援教育ボラン

ティアを募集しており、Ｈ25 年度末で登録人

数は 355 人となっています。 

Ｈ19 年度から継続して特別支援教育ボラン

ティアを募集しており、Ｈ26 年度末で登録人

数は 187 人となっています。 

⑥ 個別指導の充実については、障がい等があ

る児童・生徒だけでなく、通常学級に在籍す

る支援や配慮の必要な児童・生徒も、各学校

で「個別の指導計画」を作成し、一人ひとり

の特性やニーズに応じた指導・支援に取り組

むように努めます。 

総合教育センターや特別支援教育サポート

センターにて「個別の指導計画の作成と活用」

を内容とした研修（H24.5・H24.6）を実施し

ました。 

また、受講者から自校で作成した個別の指

導計画を持参してもらい、作成のポイントや

活用の方法等についての具体的な研修

（H24.9）を実施しました。 

総合教育センターや特別支援教育サポート

センターにおいては、「個別の指導計画の作成

と活用」により、個に応じた教育を充実する

ための研修を実施しました。 

各学校・園では、校内委員会を中心にして、

「個別の指導計画」の作成・活用に努めまし

た。 

総合教育センターや特別支援教育サポート

センターにおいては、「個別の指導計画の作成

と活用」により、個に応じた教育を充実する

ための研修を実施しました。 

各学校・園では、校内委員会を中心にして、

「個別の指導計画」の作成・活用に努めまし

た。 

⑦ 就学や進学および就労など将来の方向性

について、保護者と一緒に考え、進めていき

ます。 

就学や進学について就学相談ガイダンス

（H24.5）や夏季相談会（H24.7）を開催し、

保護者の不安や悩みを聞くとともに、ニーズ

に応じた情報提供を行っています。 

就学や進学について、就学相談ガイダンス、

夏季・秋季相談会を全区で開催し、保護者の

不安や悩みを聞くとともに、ニーズに応じた

情報提供を行いました。 

全区に教育支援センターを設置し、就学や

進学について、就学相談ガイダンス、夏季・

秋季相談会を開催し、保護者の不安や悩みを

聞くとともに、ニーズに応じた情報提供を行

いました。 

⑧ 今後も、「入学支援ファイル」や「個別の

指導計画」、「個別の教育支援計画」をもとに

学校や関係機関への情報の共有化に努めると

ともに、それらの作成率の向上に努め、次の

段階に必要な支援や配慮が適切に繋がるよう

に努めていきます。 

就学児の保護者に対して「入学支援ファイ

ル」の利点について働きかけ、作成の理解推

進を図りました。約 300 人の保護者に入学支

援ファイルを配布しました。 

就学児の保護者、市内の関係機関の理解・

協力を得て、就学期への移行支援として「入

学支援ファイル」の作成を図り、300 人以上の

就学児について作成・活用することができま

した。 

就学児の保護者、市内の関係機関の理解・

協力を得て、就学期への移行支援として「入

学支援ファイル」の作成を図り、小学校の新

入学児 332 件を学校に提出し、活用していま

した。 
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⑨ また、教職員の理解促進や指導力の向上の

ため、教職員のニーズを把握しながら、総合

教育センターや特別支援教育サポートセンタ

ーで開催している特別支援教育に関する研修

会の内容の充実に努めていきます。 

総合教育センターを核とし、特別支援教育

に関する研修（全 8 講座）を実施しました。

受講者のニーズを聞き取りながら研修内容の

工夫・充実に努め、特別支援教育の理解促進

や教職員の指導力の向上を図りました。 

総合教育センターを核とし、特別支援教育

に関する研修（全 8 講座）を実施しました。

受講者のニーズ、現在の学校・園で必要な知

識、特別支援教育の全国的な動向などをもと

に、研修内容の工夫・充実に努めました。 

総合教育センターを核とし、特別支援教育

に関する研修（全 8 講座）を実施しました。

また、市立学校の校長全員を対象にした特別

支援教育管理職研修を行い「インクルーシブ

教育システム」についての認識を深めました。

受講者のニーズ、現在の学校・園で必要な知

識、特別支援教育の全国的な動向などをもと

に、研修内容の工夫・充実に努めました。 

（３）放課後活動の充実 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がいのある児童・生徒が、特別支援学校

等の放課後に活動する場の確保に努め、子ど

もたちの健全育成を支援するとともに、保護

者や家族の就労支援や負担軽減を図るため、

障がい児放課後支援事業を継続して実施して

いきます。 

障がい児放課後支援事業は、年々、利用希

望者が増加しているため、特に長期休暇中の

会場数を増やすなど受け入れの拡大を進めま

す。 

障がい児放課後支援事業を継続して実施し

ました（5 会場 利用者人数・18,125 人）。

また、長期休暇時には、市立入舟小学校、市

立大通小学校、県立江南高等特別支援学校の 3

会場において障がい児放課後支援事業を実施

しました。（利用者数 382 人） 

障がい児放課後支援事業を継続して実施し

ました（3会場 利用者人数 9,603 人）。また、

長期休暇時には、市立入舟小学校、県立江南

高等特別支援学校の 2 会場において障がい児

放課後支援事業を実施しました。（利用者数

165 人） 

障がい児放課後支援事業を継続して実施し

ました（2会場 利用者人数 2,993 人）。また、

長期休暇時には、市立入舟小学校、県立江南

高等特別支援学校の 2 会場において障がい児

放課後支援事業を実施しました。（利用者数

135 人） 

② また、福祉施設などにおける日中一時支援

事業、放課後等デイサービス事業の活用や、

ひまわりクラブでの障がい児の受入れなど、

より身近な地域での放課後等活動の充実を図

ります。 

日中一時支援事業（利用日数 15,218 日）、

放課後等デイサービス事業（3月利用者 79人）

を継続して実施しています。 

日中一時支援事業（利用日数 14,014 日）、

放課後等デイサービス事業（3 月利用者 243

人）を継続して実施しました。 

日中一時支援事業（利用日数 14,523 日）、

放課後等デイサービス事業（3 月利用者 491

人）を継続して実施しました。 
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５ 生活環境の整備 

（１）住宅環境の整備 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 障がい者の生活の場を確保するため、各種

事業を展開し、誰もが生活しやすい住宅の提

供の促進を図るとともに、住宅に困窮する低

所得の障がい者に配慮するため、市営住宅の

建て替えに際しては、障がい者向け住宅とし

て整備するほか、ユニバーサルデザイン化を

図ります。 

（仮称）亀田駅東地区住宅建設事業（子育

て世帯向け住宅47戸とシルバーハウジング24

戸の併設）、市営住宅環境改善モデル事業（曽

野木住宅そてつ棟（40戸）にエレベーター設

置、住戸内改善等）の設計業務において、市

営住宅のユニバーサルデザイン化を図りまし

た。 

H24年度新規事業である「健幸すまいリフォ

ーム支援事業(支援件数1,449件)」により、誰

もが生活しやすい住宅リフォームの支援を行

いました。 

市営住宅環境改善モデル事業（曽野木住宅

そてつ棟（40戸）エレベーター設置、住戸内

改善等）において、市営住宅のユニバーサル

デザイン化を図りました。 

巻地区住宅建設事業(12戸）、物見山第1住

宅建設事業(8戸)の設計業務において、市営住

宅のユニバーサルデザイン化を図りました。

健幸すまいリフォーム支援事業（支援件数

2,234件）により、誰もが生活しやすい住宅リ

フォームの支援を行いました。 

亀田向陽住宅建設事業（子育て世帯向け住

宅47戸とシルバーハウジング24戸の併設）、

巻地区住宅建設事業（12戸）、物見山第1住宅

建設事業（8戸）において、市営住宅のユニバ

ーサルデザイン化を図りました。 

健幸すまいリフォーム支援事業（支援件数

3,223件）により、誰もが生活しやすい住宅リ

フォームの支援を行いました。 

② また、各種制度のより一層の周知を進める

ほか、民間事業者とも協力・連携しながら、

身近な地域における障がい者の住居の確保を

支援していきます。 

「福祉のしおり」「新潟市すまいの融資・

助成制度の概要」等により、各種助成制度を

周知しました。 

「福祉のしおり」「新潟市すまいの融資・

助成制度の概要」等により、各種助成制度を

周知しました。 

「福祉のしおり」「新潟市すまいの融資・

助成制度の概要」等により、各種助成制度を

周知しました。 

（２）安心・安全なまちづくりの推進 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 従来実施してきた事業を確実に進めると

ともに、道路や建物、交通機関等のハード面

のバリアだけでなく、市民の心（ソフト）の

バリアを取り除くため、市民や民間企業の意

識の向上を図り、また理解や協力を得られる

よう福祉のまちづくり推進事業を展開してい

新潟県福祉のまちづくり条例に基づく信号

機整備事業を実施しました。（東区に1機設置）

また、一般市民への啓発事業として、「ま

ちなか障がい福祉フェス2012（H24.11.17、内

容：ｽﾃｰｼﾞﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、障がいや福祉に関するｸｲ

ｽﾞ、疑似体験、まちなかほっとショップ障が

新潟県福祉のまちづくり条例に基づく信号

機整備事業を実施しました。（東区と中央区

に1機ずつ設置） 

また、一般市民への啓発事業として、「ま

ちなか障がい福祉フェス2012（H25.11.16、内

容：ｽﾃｰｼﾞﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、障がいや福祉に関するｸｲ

新潟県福祉のまちづくり条例に基づく信号

機整備事業を実施しました。（中央区2機、江

南区1機設置） 

また、一般市民への啓発事業として、「ま

ちなか障がい福祉フェス2014（H26.11.23、内

容：ｽﾃｰｼﾞﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、障がいや福祉に関するｸｲ
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きます。 い者施設製品の販売）」や、「第15回新潟市

民健康福祉まつり（H24.10.14、内容：福祉手

作りバザール部門で、43団体が授産品販売な

どを実施。来場者：延約6万人）」を開催しま

した。 

高齢者や障がい者が安心して快適に移動で

きる環境を整備するため、既存歩道の段差切

下げや点字・誘導ブロックの設置等を推進す

るとともに、交通事業者が実施した鉄道駅に

おけるバリアフリー化設備の整備（新潟駅新

幹線ホームの点字ブロック張替）を支援しま

した。また、新バリアフリー法に基づく「特

定道路」として指定した路線については、H24

年度に全指定路線のバリアフリー化が完了し

ました。 

ｽﾞ、疑似体験、まちなかほっとショップ障が

い者施設製品の販売）」や、「第16回新潟市

民健康福祉まつり（H25.10.20、内容：福祉手

作りバザール部門で、43団体が授産品販売な

どを実施。来場者：延約3万人）」を開催しま

した。 

歩行者空間のバリアフリー推進のため、歩

道段差解消を図りました。 

交通事業者が実施した鉄道駅におけるバリ

アフリー化設備の設計（荻川駅エレベーター

設置に向けた詳細設計）を支援しました。 

ｽﾞ、疑似体験、まちなかほっとショップ障が

い者施設製品の販売）」や、「第17回新潟市

民健康福祉まつり（H26.10.19、内容：福祉手

作りバザール部門で、43団体が授産品販売な

どを実施。来場者：延約6万人）」を開催しま

した。 

歩行者空間のバリアフリー推進のため、歩

道段差解消を図りました。 

交通事業者が実施した鉄道駅におけるバリ

アフリー化設備の整備（荻川駅エレベーター

設置工事）及び設計（東新潟駅エレベーター

設置に向けた詳細設計）を支援しました。 

障がい者の歩行環境改善に向け、道路や公

共施設などのバリアフリー化を全庁的に呼び

かけ、バリアフリー化の推進を図りました。

（３）防災対策および災害時支援体制の整備 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 高齢者や障がい者、難病患者等、災害時に

自力で避難できない人や避難に時間を要する

人で、家族などの援護が望めない人などを対

象に、迅速、的確な援護体制をとるために、

災害時要援護者登録名簿を作成・更新し、地

域の自主防災組織や民生委員・児童委員、介

護等サービス提供事業者などに配付します。

これにより、災害時における共助の仕組み

づくりを行うとともに、常日頃から地域でお

災害時要援護者申請・登録制度に基づき作

成した要援護者名簿（6月・12月に更新・配布）

や、避難誘導資機材（要援護者用リアカー64

台）を地域に提供するとともに、中高生を対

象とした防災講習会（計3回）を開催するなど、

地域で共に助け合う要援護者避難支援体制の

強化を図りました。 

また、防災担当課や各区との対策会議を開

催し、要援護者避難支援体制の情報共有を図

災害時要援護者申請・登録制度に基づき作

成した要援護者名簿（6月・12月に更新・配布）

や、避難誘導資機材（要援護者用リアカー45

台）を地域に提供するとともに、小中学生を

対象とした防災講習会（計3回）を開催するな

ど、地域で共に助け合う要援護者避難支援体

制の強化を図りました。 

また、防災担当課や各区との対策会議を開

催し、要援護者避難支援体制の情報共有を図

災害時要援護者申請・登録制度に基づき作

成した要援護者名簿（6月・12月に更新・配布）

や、避難誘導資機材（要援護者用リアカー25

台）を地域に提供するとともに、小中学生を

対象とした防災講習会（計2回）を開催するな

ど、地域で共に助け合う要援護者避難支援体

制の強化を図りました。 

また、防災担当課や各区との対策会議を開

催し、要援護者避難支援体制の情報共有を図
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互いに助け合おうとする意識の醸成を図り、

自主防災組織や協力自治会による要援護者避

難支援計画の作成を支援します。 

りました。 

なお、人工呼吸器装着者については、災害

時の体制整備のため、基本情報の整備・災害

時避難計画を策定（策定者54人）し、消防・

東電・医療機関・訪問看護ステーション等関

係機関と情報共有を図っています。 

りました。 

なお、人工呼吸器装着者については、災害

時の体制整備のため、基本情報の整備・災害

時避難計画を策定（策定者49人）し、消防・

東電・医療機関・訪問看護ステーション等関

係機関と情報共有を図りました。 

りました。 

なお、人工呼吸器装着者については、災害

時の体制整備のため、基本情報の整備・災害

時避難計画を策定（策定者46人）し、消防・

東北電力・医療機関・訪問看護ステーション

等関係機関と情報共有を図りました。

② また、当事者や障がい者施設などへの防災

情報の提供に努めます。 

避難勧告等の緊急を要する災害関連情報を

Ｅメールにより伝達しました。 

避難勧告等の緊急を要する災害関連情報を

Ｅメールにより伝達しました。 

避難勧告等の緊急を要する災害関連情報に

ついて、事前登録してある施設や当事者に対

してＩＦＡＸやＥメールにより伝達しまし

た。 

③ 大規模災害により、避難所が開設された場

合には、障がい者が安心して避難生活を続け

られるよう、障がいの特性に応じたきめ細か

い支援を行う福祉避難所の指定を進め、障が

い特性に応じた情報提供などを行うととも

に、必要な福祉用具等にも速やかに対応する

よう努めます。 

福祉避難所の指定（各区に1箇所・8施設）

を行いました。 

この他に、区で複数の福祉避難所が必要な

場合などのために、特別養護老人ホームや障

害者支援施設（入所施設）と福祉避難所の協

定を締結（53施設）しました。 

福祉避難所の指定（各区に1箇所・8施設）

を行いました。 

この他に、区で複数の福祉避難所が必要な

場合などのために、特別養護老人ホームや障

害者支援施設（入所施設）と福祉避難所の協

定を締結（57施設）しました。 

福祉避難所（各区に1箇所・8施設）の指定

を行っています。 

この他に、区で複数の福祉避難所が必要な

場合などのために、特別養護老人ホームや障

害者支援施設（入所施設）と福祉避難所の協

定を締結（61施設）しました。 

地域防災計画における要援護者・ボランテ

ィア班の応急対策マニュアルを策定し、福祉

避難所の開設から情報伝達の仕組みなど、要

援護者等の支援体制整備を図りました。 

④ また、被災生活の長期化にともない必要と

なる相談支援体制についても、関係機関や福

祉施設などとの連携を図りながら、整備を行

います。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 
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６ 啓発・広報活動の推進 

（１）障がいと障がい者に対する理解の普及 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 様々な普及・啓発事業を通じて、障がいや

障がい者に対する正しい理解の促進に努めて

いますが、周囲の理解がさらに得られるよう、

毎年12月の障害者週間や4月2日の世界自閉症

啓発デーなど機会を捉えて、それぞれの障が

い特性に応じた啓発活動を行います。 

学校教育においても、副読本の活用により

早い時期から障がいや障がい者に対する理解

が深まるよう引き続き啓発を行っていきま

す。 

啓発活動を通じて、障がいの有無、年齢や

性別にかかわらず、あらゆる人にとって住み

よい社会となるようユニバーサルデザインの

考え方を進めます。 

4月2日の世界自閉症啓発デーに合わせ、Ｎ

ＥＸＴ21のブルーライトアップを始め、啓発

事業を行いました。 

また、一般市民への啓発事業として、「ま

ちなか障がい福祉フェス2012（H24.11.17、内

容：ｽﾃｰｼﾞﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、障がいや福祉に関するｸｲ

ｽﾞ、疑似体験、まちなかほっとショップ障が

い者施設製品の販売）」や、「第15回新潟市

民健康福祉まつり（H24.10.14、内容：福祉手

作りバザール部門で、43団体が授産品販売な

どを実施。来場者：延約6万人）」を開催しま

した。 

また、障害者週間にあわせ、市報等を通じ

て、障がいや障がい者に対する理解の促進を

図るため、啓発活動を行いました。 

4月2日の世界自閉症啓発デーに合わせ、Ｎ

ＥＸＴ21のブルーライトアップを始め、啓発

事業を行いました。 

また、一般市民への啓発事業として、「ま

ちなか障がい福祉フェス2013（H25.11.16、内

容：ｽﾃｰｼﾞﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、障がいや福祉に関するｸｲ

ｽﾞ、疑似体験、まちなかほっとショップ障が

い者施設製品の販売）」や、「第16回新潟市

民健康福祉まつり（H25.10.20、内容：福祉手

作りバザール部門で、43団体が授産品販売な

どを実施。来場者：延約3万人）」を開催しま

した。 

また、障害者週間にあわせ、市報等を通じ

て、障がいや障がい者に対する理解の促進を

図るため、啓発活動を行いました。 

4月2日の世界自閉症啓発デーに合わせ、Ｎ

ＥＸＴ21のブルーライトアップを始め、啓発

事業を行いました。 

また、一般市民への啓発事業として、「ま

ちなか障がい福祉フェス2014（H26.11.23、内

容：ｽﾃｰｼﾞﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、障がいや福祉に関するｸｲ

ｽﾞ、疑似体験、まちなかほっとショップ障が

い者施設製品の販売）」や、「第17回新潟市

民健康福祉まつり（H26.10.19、内容：福祉手

作りバザール部門で、43団体が授産品販売な

どを実施。来場者：延約6万人）」を開催しま

した。

また、障害者週間にあわせ、市報等を通じ

て、障がいや障がい者に対する理解の促進を

図るため、啓発活動を行いました。 

（２）福祉教育の推進 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① 幼稚園、保育園、学校教育等を通じて、障

がいや障がい児（者）に対する理解を広め、

共に安心して暮らしていける社会を目指して

いきます。子どもたちが同じ社会の構成員と

して、お互いの人格や個性を尊重し合える心

をはぐくむよう、家庭、地域、福祉施設と学

小・中学校においては、校内の特別支援学

級の児童生徒との交流及び共同学習の意義と

必要性について、学校現場に伝えるとともに、

実態に応じて障がいのある子どもとない子ど

もがともに活動できる場面を設けました。 

また、特別支援学校と通常の小・中学校と

小・中学校においては、校内特別支援学級

及び市内特別支援学校児童生徒との「交流及

び共同学習」に取り組みました。また、小・

中学校では、校区内に住所のある特別支援学

校在籍児童生徒との「居住地校交流」にも取

り組みました。 

小・中学校においては、校内特別支援学級

及び市内特別支援学校児童生徒との「交流及

び共同学習」に取り組みました。また、特別

支援学校では、校区内に住所のある小・中学

校在籍児童生徒との「居住地校交流」にも取

り組みました。 
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校などがともに連携して、障がい児（者）と

の触れ合いの場や、子どもたちが学ぶ機会、

体験する場を増やしていきます。 

小・中学校では、障がいのある子どもの理

解を深め、障がいの有無にかかわらず、共に

学んだり体験したりする交流学習を積極的に

進めます。 

障がいや障がい児（者）の理解を図るため

に、総合的な学習の時間を活用し、障がいの

ある方を招いて話を聞く、実際に体験（点字

や車いす等）をする、障がい児（者）の施設

を訪問して一緒に活動するなどの学習にも取

り組んでいきます。 

また、福祉に関する理念や現状などを、分

かりやすく解説した福祉副読本を引き続き作

成し、児童・生徒に配布します。授業での活

用により、今後も学校での啓発に努めます。

の交流も計画的に行いました。小・中学校で

は総合的な学習の時間を活用し、障がいのあ

る方を招いて話を聞いたり、障がい体験をし

たりして理解を深めました。 

「福祉読本」を作成し、授業で活用しまし

た。 

学校では、総合的な学習の時間を活用し、

障がいのある方を招いて話を聞いたり、車い

す体験や障がいの疑似体験などを取り入れた

りして、理解を深めました。 

3年ごとに「福祉読本」を改訂し、各学校に

必要冊数を配置して授業で活用しました。 

学校では、「総合的な学習の時間」などを

活用し、障がいのある方を招いて話を聞いた

り、車いす体験や障がいの疑似体験などを取

り入れたりして、理解を深めました。 

3年ごとに「福祉読本」を改訂し、各学校に

必要冊数を配置して授業で活用しました。 

（３）ボランティア活動の支援・推進 

施策の方向性 平成 24 年度の取組実績【H25 年 3月末現在】 平成 25 年度の取組実績【H26 年 3月末現在】 平成 26 年度の取組実績【H27 年 3月末現在】

① ボランティアセンターや市民活動支援セ

ンターと連携して、より身近なところで情報

提供ができる場所を確保し、ボランティアを

行ってみたい市民のために、参加の機会を増

やし、情報提供を行います。高校・専門学校・

短大・大学生を対象に、夏休みを利用したボ

ランティア活動の体験学習を実施しています

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 

左記方向性に向けた取り組みを今後検討し

ていきます。 
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が、近年小学生・中学生の参加希望もあるこ

とから、さらに早い段階からのお互いを認め

合うことの大切さを学んでいただくための工

夫をしていきます。 

② ボランティア活動を行って地域で障がい

者を支えたい市民に、手話や点字、要約筆記、

ガイドヘルプ等を知ることや学んだりするこ

との機会を増やすなど、ボランティア活動を

推進する人材の育成に努めていきます。 

障がい者を支えるボランティア活動を推進

する人材育成のため、「奉仕員養成講座（入

門53人、基礎10人、スキルアップ19人、事前

学習会と登録試験10人）」や「要約筆記奉仕

員養成講座（基礎25人、応用20人）」、点訳

講習会（平日の部：初級･中級各1回、休日の

部：3回を予定）を開催しました。 

障がい者を支えるボランティア活動を推進

する人材育成のため、「奉仕員養成講座（入

門41人、基礎18人、スキルアップ11人、事前

学習会と登録試験9人）」や「要約筆記奉仕員

養成講座（基礎12人、応用12人）」、点訳講

習会（平日の部：初級14回･中級5回、休日の

部：20回）を開催しました。 

障がい者を支えるボランティア活動を推進

する人材育成のため、「手話奉仕員養成講座

（入門51人、基礎35人、事前学習会と登録試

験10人）」や「要約筆記者養成講座（6人）」、

点訳講習会（平日の部：初級8回･中級35回、

休日の部：20回）を開催しました。 

③ また、従来不足している精神保健福祉ボラ

ンティアの育成にも努めていきます。 

精神保健福祉ボランティア育成をテーマ

に、「こころの健康づくり講座（全 5回、南区）」

を開催しました。その企画運営等にこころの

健康センターも参加し、情報提供や助言を行

いました。 

H24 年度は職員を対象とした「精神保健福祉

研修会（基礎研修 1 回、専門研修 3 回・参加

者数 274 人）」を開催しました。 

精神保健福祉ボランティア育成をテーマ

に、「こころの健康づくり講座（2回）」を開催

しました。その企画運営等にこころの健康セ

ンターも参加し、情報提供や助言を行いまし

た。 

また、職員を対象とした「精神保健福祉研

修会（基礎研修 1 回、専門研修 3 回・参加者

232 人）」を開催しました 

精神保健福祉ボランティア育成をテーマ

に、「こころの健康づくり講座（4回）」を開催

しました。 

また、職員を対象とした「精神保健福祉研

修会（基礎研修 2 回、専門研修 2 回・参加者

331 人）」を開催しました。 


